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〈論 説〉

会計上 の実現概 念 の拡散 と収轍(2・ 完)
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1V.実 現概念分科会 における実現概念

1.保 有 損 益 の 報 告 に関 す る 三 つ の 見 解

長 期 性 資 産 分 科 会 と棚 卸 資 産 分 科 会 と並 行 して,1963年 にaア メ リ カ会 計 学

会 の 常 務 委 員 会(ExecutiveCommittee)の 諮1問 委 員 会 と して 「諸 概 念 お よび 諸

基 準 委 員 会 ・ 一・般 分 科 会 」(CommitteeO27.ConceptsandStandardsGenera1)(以
{]I

下,1般 分 科 会}と 呼ぶ 〉が 設 置 され た 。 か か る 分 科 会 は,諸 概 念 お よび 諸 基

準 委 員 会 の 将 来 検 討 す る に 足 る 課 題 の 答 申 を 任 務 と して い る が(Kell[1964】

P.4221,直 戴 に は そ の 任 務 はf「57年 版 会 計 基 準 に つ い て の 補 足 意 見 蕩 を 作 成

す る に 当 た っ て,い か な る 問 題 が 学 会 び)担 当 グ ル ー プに よ っ て 検 討 され 研 究 さ

れ る べ きか 」 〔Generalll9641p.425)を 明 らか に す る こ と で あ る。 「理 論 と実 務

の 全 体 的 な 構 造 が 依 拠 す る 基 礎 的 な 諸 問 題 」(General[1964]p、431)あ る い は 諸

概 念 と して,「 企 業 実 体 」,「対 応 概 念 」,「 実 現 」,「 重 要 性 」,「 継 続 性 」 お よび

「客 観 性 」 の 六 つ の もの が 掲 げ られ,「 企 業 実 体 」,「 対 応 概 念 」 お よび 「実 現 」

の 一1つの 問 題 に つ い て1964年 に 検 討 され る こ とに な り(Kel1【1964】P.422),そ

z
の 報 告 書 が1965年 に 提 出 さ れ て い る(Welsch[19651P。430)。

「1964年 度 諸 概 念 お よ び 諸 基 準 調 査 研 究 委 員 会 ・実 現 概 念 分 科 会 」(1964

ConceptsandStandardsResearchLStudyCommittee-一 一TheRealizationConcept)(以

下,「 実 現 分 科 会 」 と略 す)は,・ 一般 分 科 会 の 挙 げ た 「実 現 」 概 念 を 特 に 検 討 す

{,3)

るこ とを 目的 に して設置 された。 これ は一 般分科 会の指摘 す る11に 及ぶ 検 討
で　タ

課題を視野に 入れつつ,「57年 版会計基準の実現を実質的に拡張 し,部 分的に
ら ノ

修 正 す る 」(The£realizationConceptl1965]p.312}こ と を 意 図 す る 報 告 を 行 っ て
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いる。

実現分科 会は,長 期性 資産 分 科 会 と棚卸 資 産 分 科会 と同様に,投 資 者 の投 資

意 思 決定 お よび経 営 者の業績評価に役 立つ会計情報 の提供 とい う57年 版 会 計 基

準 の基 本的 な会 計 目的 を踏襲 し,そ れ を 具体 的 に敷 衛 しよ うとす る。 この よ う

な アプ ローチは,「 営 業権 を除 くす べ て の 資産 価 値 の変動結 果は,そ れ が 充 分

な 証拠 に支 え られ てい る限 り勘定 で記 録 され るべ ぎであ る」(p.;312)と い うr

現 分 科会 の 立場,そ して それ に依拠 した保 有損 益 の勘定 におけ る正式な計一Lへ

の論 理 展 開 へ と発 展 してゆ く。

長期性資産分科会 と棚卸資産分科会において保 有損益の記録 と報告 を巡aて

論 議 さオ1た実現 に関 す る問 題 は,実 現 分科 会 に お い ては三 つの 立場に分かれて

議論 され る。それぞれの 立場 〔各`A}.場をここでは[A」 一.B〕 およびLC〕 説 と表

わす こととする)を 要約 す る な らば,以 下 の よ うで あ る(PP・321-22)(ま た第ID節

の[仮 設例]を 用いて,か かる 三つの立場の損益計算 書および貸借対照表Eび)株1=持 分

区分を示すな らば,[図 表Wljの ようになる)。

LAl説 損益 計 算 書に おけ る報告純 利 益は 営業 利益 と実現 保 有損益 とか ら構

成 され る ものの,実 現保 有損益 は営 業利 益 とは 別個 に示 され る。 かか る報告純 利

益に未実現保 有利 得の増 加分(減 少分)ま たは未実現 保 有損 失の減 少分(増 加 分)

が 加算(控 除)さ れ,そ の 合計額 は1純 利益 お よび保 有損 益」(netincomeplus

holdinggainsandlosses)と い う項Uで 示 さ才1る。 貸借対照表 では,資 産 は現 在

原価 で表示 され,ま た株 祢持分 の区 分では,実 現留 保利益 曳営 業利 益 と実現 保 有

損 益 とか らな る損 益計 算書Lの 報告純利 益 と同 …の額)と 未 実現保 有損益 とは別

個 に示 され る。

この場 合,営 業 利益 は収 益取 引 に基づ く収益 と現 在原価 に基づ いて計算 され た

費 用 との差額 であ り,実 現保有 損益 は 当期 または 当期 前の期 間 で認識 され た保 有

損 益 の`)ち 顧客 へ の販売 または当期 の費用 への賦課、に よって決 着 した額 であ る。

例 えば,現 在原価に よる減価償 却費 の,取 得 原価 に よる減 価償却 費を超過 す る額

は,当 期 の実 現 保 有利 得 で あ って,未 実 現 保 有利 得 の 減 少 分 とな る(Harold
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Bierman,Jr.,HomerA.Black,SamuelR.Sapienzaの 見 解 《多 数 説 》)。

〔B〕 説 営業利益 と実現保有利得の合計額を実現利益と呼び,こ れに未実現

保 有利得を加算 した ものを純利益総額とする点では異なるものの,そ れ以外では

〔A〕 説 と同 じ損益計算書形式を採る。留保利益勘定には,か か る純利益総額が

振替えられる(SidneyDavidsonの 見解 《少数説》)。

〔C〕 説 保 有利得について実現 または未実現の区別は必要ではなく,営 業利

益 と保有利得 とを別飼に表示するものの,両 者の合計額を純利益額 として損益計

算書に示す(JackGrayの 見解 《少数説》)。

2.保 有 損益 の記 録 ・報 告 を巡 る論 点一一未 実現保有損益は純利益 を構成 する

か

〔B〕 説 は,「 利 益 は富 の増 加 で あ る… …資 産が 当期 で処 分 され る と否 とに

かかわ らず,利 益 は 資産 価 値 の 変動 に よ って生 じる」(p.322)の でT未 実 現 保

有損 益 は純 利 益を 構 成す る一要 素にな りうる(p.312),と す る。〔C〕 説 も 〔B〕

説 と同 じ立場 に 立二つ と考 え られ るが,こ れ に対 して 〔A〕 説 は,「 す べ て の 保

有損 益 を認 識 す る ものの,純 利 益 に は 実現 項 目のみ を含 め る」(p.322)方 法 を

採 る。 こ才1か らすれ ば,一 見す る と,か か る 〔A〕 説 は 未実 現 保 有損 益は 利 益

を構 成 しない,あ るい は それ は 利益 では な いか の ように考}て い る よ うで あ る。

〔B〕 説 を採 るDavidsonは,〔A〕 説 と 〔B〕 説 との違 いは 「当該 期 間 で

の処 分 に よって確認 されない保有損益(未 実現保有損益)が 純 利 益 に な るか 否か 」

(Davidson[1966]p.113括 弧 ・引用者)に あ る と考 え る。 しか しな が ら,David-

sonの 指 摘 す る問題 が実 現 分科 会 の重 要に して本質的な問題 とな っていたか ど

うかはそれほ ど明確ではない。 とい うのは,〔A〕 説 では,未 実 現 保 有損 益 は,

例 え ば資 本 修正 額 であ る とい う本 質的 な議論 は全 くな されず,ま た 〔B〕 お よ
(fi)

び 〔C〕 説 に お い て もそ の よ うな 議論 が全 く行われていないか らであ る。

保有損 益を実現分 と未実現分 とに区分す る根拠 について,〔A〕 説 は 次 の よ
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うに述 べ る。「すべての保 有損益 を認識す る ものの,純 利益 に は実 現 項 目のみ

を 含め る 方法は,目 的 に適 合 した情 報 の すべ て を開示す るこ とになるが ,そ れ

は同 時 に,実 質的 に異 な る経 済 事 象に つ い て意味 のある区別をなす純 利益 テス

トに もな っている。 ……財の売却を含む市場取 引が与え る証拠の質 と
,保 有資

産 の取 替 原価 または 現 在 原価 の 見積 の保証 との間には違 いがあ るので ,か か る

違 い は純 利 益 テ ス トの 基礎 とな るべ ぎである。」(p.322)こ こに 明 らか な よ う

に・ 〔A〕 説 では ・ 保 有 損 益 を特 に市 場 取引 の有無に よって実現分 と未実現 分

とに区別す るのは・経済事象の違 いのみ ならず ,測 定 に関 す る証 拠 の違 い まで
くの

もそれに よって識 別す る ことが 呵能 となるか らであ る。 また純利 益に実現項 日

のみを含めるのは,こ れ に よ って伝 統 的実 現 概念 に従�1た 純 利益 と合致 す る純

ぐポ

利益が表示 され るか らで もあろ う。

この よ うに,〔A〕 説 では,損 益 計 算 書 上 の報 告 純 利 益iを決定 す る ため に 実

現 ・未 実現 の区分が行われ る。 この意味では,実 現 ・未実現 の区 分の ため の 規

準は 「純利 益テ ス ト」 とい う役割 を担 うことに なるので,論 理 的 に は ,未 実現

保 有損 益 は(報 告)純 利 益 を 構 成 しな い こ とに な ろ う。 しか しなが ら,こ の こ

とか ら 〔A〕 説 で は,未 実現 保 有 損益 は 利 益 では ない と考え ら才1てい る,と 解

す るの は い ささか早 計 で あ ろ う。

とい うのは,「A〕 説 に よれ ば,「 貸借 対 照 表 で は,累 積 未実 現価 値 変 動額(累

積未実現保 有損益)は 留 保 利益 区分(retainedearningssection)に お い て別 個 の項

目と して示 され る」fp.;312括 弧 ・引用葡 の で,未 実 現 保 有損 益 は 利 益 の構 成

要 素 た ることをす でに前提 と している,と 考 え る こ とが で ぎ るか らであ る。 こ

のため に,実 現 分科 会 に おい て は,未 実現 保 有損 益 は資 本修 正 か 否か の議論 が

起 こらなか った とも言い うる。 この ことは さらにa〔A〕 説 に お け る(報 告)

純 利 益決定 の た め の実 現 ・未 実 現 の区分は,リ ポ ー テ ィングの み の次 元 で捉 え

られてい ることを示唆す る。 この よ うに考 え うる とすれば,損 益計 算 書上 の純

利益 は 未実現 保有利 得を含むか否か とい う問題は,実 現 分科 会 に とw,て それ ほ

ど重 要 では なか った と も 謡い うるのではあるまいか。

か くて・「伝統的実現(概 念)の 識 別 力」(p.322括 弧 ・引用都 を認 め ,そ の
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概念 を 「純利益の決定 よ りはむ しろ純利益 の再区分のため に用い る」(p.322)

こ とを提 唱 す る 〔B〕 説 の考 え 方は,〔A〕 説 に もそ の ま ま当 て は ま る こ とに

な る 似 下において,こ の両説を 〔AB〕 説 と劾 すが・これ蕨 現分科会の多数説を

な鍔。かかる両説は,57年 版会計基準の実現概念(業 績評価性実現概念)と 伝統

的実現概念(処 分 可能性実現概念)と の 統 合化 を図 って い る と考 え られ るので,

棚 卸 資産 分 科 会 の 〔2〕 説 の立 場 と同 じ系統 に属 す る もの と言え よ う([図 表N

l]参 照)。

3.保 有 損 益 の記 録 ・報 告 を巡 る論 点一 一57年 版 会 計基 準 のr実 現 」 な る被

定義 項 の終 焉一一

〔C〕 説 は,「 保 有 利 得 の 認 識 に 当 た って の証拠が充 分であれぽ,(実 現 ・未

実現 とい う)さ らな る区別 は 不 必 要 で あ る」(p.322括 弧 ・引用者)と す る。 こ

の根 拠 と して これ は,「 実 現 利 益 と未実 現 利 益 との 区 別は(キ ャ ッシュ ・フ ・一

に関す る}不 確 実性 の 尺度 と してあ ま りに粗雑す ぎるので,そ れ は意味 が な く,

また そ の区 別 に よ って,報 告 項 目グ)最終 的 な キ ャ ッシ ュ ・フ ローを もた らす確

率 について,報 告 書 の利 用 者 が誤 った評 価 を して しま うことに もな りかねない」

tp.:322括 弧 ・引用者)点 を挙 げ る。 す な わ ち,処 分 可能 性 実 現 概 念 は キ ャ ッ

シ ュ ・フ ローに関す る不確実性の尺度 としては充分機能 しない と解 され,そ れ

は放 郷 され て しま うので あ る。 このために,〔C〕 説 で は業 績評 価 性 実 現 概 念

に沿t,た 実 現 の解 釈 が結 果的 に な され る ことになろ う・ かか る立場は・業績評

価性実現概念を 支持 して,処 分可能 性 実 現概 念 を顧 慮 していないので,棚 卸 資

産 分科 会 の 〔1〕 説 と長 期 性 資産 分科 会 の立場 と同 じ系統に属す るもの と考 え

ることがで きよう([図 表N--11参 照)。

しか しな が ら,実 現 分 科 会 に おけ る保 有 損益 の報告 に関す る〔AB〕 説 と 〔C〕

説 との 間 には,棚 卸 資産 分 科 会 の 〔1〕 説 と 〔2〕 説 の よ うな激 しい対 立 は 見

られ ない。何故 であろ うか。

実現 分科会の 〔C〕 説は棚 卸 資 産 分科 会 の 〔1〕 説 と長 期性 資 産分 科 会 の立

場 と同 じ系統に属す ると解 され るが,し か しそ の 主張 はそれ ら と全 く同 じわけ
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ではない。 とい うのはf〔C〕 説では,57年 版会計基準の実現概念の内容(定

義項)は 取 り入れ られ るものの,そ こでの実現の用語(被 定義項)は 採用されて

いないと考えられ るか らである。すなわち,〔C〕 説は明確な根拠を示 してい

るわけではないが,57年 版会計基準の 「実現」なる被定義項を使用せず
,む し

ろ暗黙の うちにそれを排除するのである。 これからすれば,〔C〕 説は棚卸資

産分科会の 〔1〕 説の単なる再論ではないのである。 このように,57年 版会計

基準の実現概念の被定義項が暗黙の うちケこ排除 されている関係は
s実 は湊 現

分科会の他の見解すなわち 〔AB〕 説において も見 られる
。なぜならば,伝 統

的実現概念の識別力を認め,そ の概念を純利益の決定 よりはむ しろ純利益の再

区分のために用いようとする 〔AB〕 説は,そ の主張においてもともと57年 版

会計基準の実現概念の被定義項を認めていないか らである
。

かかる 〔AB〕 説の立場をよ り鮮明に しているHorngrenに よれば
,57年 版

会計基準の実現概念の 「実現」なる被定義項に代わ りうる名辞 として 「認識」

(rec・gniti・n)が 示 され て し・る(H・rngren[1965]P31ど1渓 現 分 科 会 が57轍 会

計基準の実現概念の被定義項 として,Horngrenが 掲げる 「認識」なる名辞 と

同一の名辞を措定 しているかど うかは明らかではないが,「実現」なる名辞を

被定義項から除去す るとい う 「(57年版会計基準の実現の)部 分的な修正」(p .312

括弧 ・引用者)が 実現分科会で行われていると考えることがで きる
。 このため

に,実 現分科会では実現の用語を巡 る対立あるいは論争が表面に出てこなか
っ

た と言えるのではあるまいか。

57年 版会計基準の革新的な実現概念の提唱によって惹 き起 こされた実現概念

の混乱は,実 現分科会が 「実現」なる名辞をその被定義項か陀、消去 したことに

よって,一 挙に終息 したと言えそ うである。 これとともに,棚 卸資産分科会の

〔2〕 説および実現分科会の 〔AB〕 説が通説的な考え方 となってきた と言う

ことができよう。 しか しなが ら,通 説的なそのような考え方においては}57年

版会計基準の実現概念の定義項がそのまま採用されているために
,今 度は伝統

的な実現概念の変質化あるいは質的転換が不可避 となって くる
。それに もかか

わらず,実 現分科会は,か かる業績評価性実現概念と処分可能性実現概念 との
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統合化に内在する問題を必ず しも充分に意識 していない。このために,実 現分

科会が収益取引に関 して析出した実現概念 と,実 現分科会が推 し進める保有損

益の認識との間に重要な齪酷が生 じてしまうのである。

4.保 有損益の記録 ・報告 を巡る論点一 伝統的実現概念の変質化と新たな

実現概念の胎動一

実現分科会は,「 当該会計実体 と独立の外部者 との間の財貨および用役の交

換に関する取引」を 「収益取引」(revenuetransactions)(p.313)と 呼ぶが,か

かる取引において,「 現在認められた実現 テス トは市場取引において提供 した

用役に対す る客観的に測定可能な流動資産の受領を要求する」(p.314)。 そこ

で,か かる収益取引において適用されてきた実現概念の諸要件を,実 現分科会

の見解に従いつつ検討することにする。

かかる実現テス トは 「受取 った資産の性格」に関する要件,「 市場取引の存

在」および 「用役遂行の程度」に関す る要件の三つからな り(p.314),こ れ ら

の要件のすべてが充足 された ときに収益(ま たは利益)が 認識 され る。実現分

科会によれば,受 取 った資産の性格に関 しては,「 流動性」 と 「測定可能性」

とい う二つの属性が考えられる。取引の対価が現金や短期の受取債権などの場

合には,か かる二つの属性は ともに充たされる。 しか し,「減債基金の利息や

割引価額で購入した社債の償還期に至るまでの実価の増加を実現収益 とする」

(p,315)実 務を考慮に入れるならば,流 動性 よりは客観的な証拠に基づ く測定

可能性の属性の方が共通の属性た りうるので,「 受取 った資産の流動性 よ りは

客観 的 な測定 可能性 の方 が実現 収益 を記録す る場 合に決定 的 とな る。」

(p.3蹴 この こ とか ら,か か る分 科 会 で は,「 実 現収 益 の 認 識 に お い て必 要 と

され る本質 的 な属性 と して,流 動 性 で は な くて 測 定 可 能 性 が 強調 され る」

(p.315)こ とにな る。

市場 取 引 の存 在 に関す る要件は,収 益 が 記録 され るた め には 「当該企業は直

接 に市場取 引に参加 している一 当事者 でなければな らない」(p.315)こ とを 要

求す る。 「収 益 が実 現 され るためには,市 場 取 引 が 必要 で あ る とい う考 え方は
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一般に受 け 入れ られ てい る」(p
.31,E)の で,実 現 分科 会 に お い て もか か る 要件

の必 要性が認め られ る(p 。315)。

用 役遂 行 の程 度 に関 す る要件 で は,収 益取 引 にお い て提 供 さわ、る財貨 または

用役に対 していか なる時点 で収益 を記録す るか ,す なわ ち受 注,注 文 品 の 生産,

製 品 の引 渡 現 金 の 回収 とい う用 役遂行 のいかな る段階で収益を記録す るかが

特定 され る。実現 分科 会は,「 売 主 が 収 益 獲 得 活動 に お い て決定 的事象(CrU -

cialevent)と な る 行 為 を 断 した カ・ど うか 」(P .3齢 こ従 つ て a現 金 販 売 樋

常の信用販売 だけ でな く,予 約販 売 や割 賦 販 売 な どの 特 殊 な販売形態 について

も収益を記録すべ きである,と す る(pp.31618)。

か か る考 え 方に よF.ば}当 該企 業 の リス クな どが 決定 的 事 象を遂行す ること

に よって除去 された ときに,収 益 が 実 質的 に獲 得 され た こ とになる
。例 えば,

雑 誌予 約 販 売 の場 合に は,企 業 に とって の決 定 的 事 象 は 予約 を取 り現 金(予 約

金)を 受 け取 る こ とで あ るか ら,未 完 了 用 役 の原 価(雑 誌発行費用)を 正確 に 見

積 る こ とが で き るな らば,そ の時 点 で相 当程 度 の収 益 が 計 上され ,残 りの部 分

は 雑誌 が 発 行 され 郵 送 され る期間 で記録 され ることにな る(pp ,31617)。 この

よ うに実 現 分 科 会は ・ 「顧 客 への用役 の提 供 とい うテ ス トに代 えて
,収 益獲 得

過 程 に お い て決定 的 事 象 が生 じた ときに実現収益を まず も・,て認 識 す る とい う

テ ス トが採 られ るべ きであると勧告す る。」(p.318)

収 益 取 引 に つ い てT「 受 取 った 資 産 の性 格 」に 関 係 して 重視 され る 「測定可

能性」の要件 と,「 用 役 遂 行 の程 度」 に 係 る 「決 定的事象」 との両要件は ,「 提

案 され た変 更 は実 現 収 益の認 識時点を早め ることになろ う」(p .318)と 実現 分

科 会 が述 べ る よ うに,確 か に保 有 損 益 の認 識 まで も射 程 に 入れ うるほ どに認識

時点 を早め,な おか つ認 識 範 囲 を も拡 大 させ てい る。

測定 可』能性 の要件について欝えば,実 現 分 科 会 は,物/l交 換 取 引 に お い て取

得 した 棚卸 資産 の客観的評価 に よって も実現収益 の認識が可能 とな るほ どに
,

測定 可能 性 の要 件 を拡 大 して解 釈 す る(P.315)。 測 定 可 能性 の 要件 に 含 まれ て

い る客観的 な証拠 に基づ く測定を ことさらに強調 す るな らば ,未 だ 市場 取 引 を

伴 わ な い単 な る期 末保有資産の価値変動額す なわち保有損 益の認識が 可能 とな
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・・て くる。 また用役遂行 の程度 について展開 され た決定的事 象の考え方に よれ

ば,決 定 的 事 象 は 販売 だけ で な く,「 有利 な購 入,契 約 上 の有 利 な 付け 値,主

た る用 役 の提 供 を示 す そ の 他 の事柄,あ るい は 『保 有資 産 の市場 価値 のなん ら

かの変動』」(H。rngren[19651P、327)で あ る こ と もあ り うる・ これ か らすれば・

決定的事象の要件は期末保有資産の保有損益 の認識を排除 しないのであ る。

しか し,問 題 は 「市場 取 引 の存 在 」 な る要件である。 とい うのは,か か る要

件 は,保 韻 益 の認 謙 で も含むqGpの 早期 化 を 可能 にす る測定 可能 性 と決定

的事 象の両要件の栓楷 となって くるか らである。市場取 引の存在 なる要件は,

当該 企 業 が 市場 取 引 の直接 の一 当事者でなければな らない ことを要求す る。実

現分科会に よれば,か か る要件 と他 の 二つ の 要件 … 一一測定可能性 お よび決定的

事象_一 の 三つ の要 件 が充 た され た とぎに淑 益蕨 現す る・ この ことは・ も

しも実現に関す るこれ らの要件 のいずれかが充足 されない とすれば,そ の場 合

には,収 益 ぱ たは利益)は 未 実現 で あ るの で 記 帳 され るはずが ない,と い う

こ とを示 して い る。

実現 分科会が収益取引 について抽 出 して きた実現概念を この ように捉えて,

かか る概念 を保 有損 益 に つ い て適用す るとすれば,保 有 損 益 の認 識 な どは そ も

そ も問 題 とす る筋合いにない。 な舷 ら。ま湖 末保有資産 の保有損益は期末時

点 で客観的 に測定 しうる として も,か か る損 益 は 当該企 業 が取 引 の一 当事者 と

な る市場取 引に基づいて把握 されているわけではないか らであ る。すなわち,

期 末 保 有 資 産 の保 有 損 益 に つ い ては,「 市場 取 引 の存 在 」 な る要件 は充 た され

ることがない。 このために,実 現 分科 会 が収 益 取 引 に関 して析 出 した実現概念

と,実 現 分 科 会 が推 し進 め る保有 損 益の認識 との間に抜 き差 しな らない相容れ

ない事態 が生 じて くることになる。

か くて,「 市 場 取 引 の存 在 」 な る要 件 の ために期末保有資産 の保有損益(特

に保有利得)が 記 録 され 報 告 され な い とす れ ば,以Fの よ うなBiermanの 見解

に 従 う とす る議 論 が 実 現 分 科 会 の多 数 説 の なか で 生 まれ る こ とに な った

(p.315)。Biermanは,保 有 製 品 が 同 質的 で 大 きな 市場 が あ り,ま た販 売 努 力

を ほ とん ど必 要 と しない ような場 合にば,か か る保 有製 品 を 市場 価 格 で 販売す
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ることのできる確率は100%に 近いので,「当該企業は市場取引の一当事者に実

際に締 な くて も,利 得は実肌 た もの とみ なす ことがで きる」 と述べ る

(p.315)。 つ ま りは,保 有利 得 の認 識 が 叶 わ な い な らぽ
,「(市 場取引の存在 とい

う)実 現 テ ス トを 弱 め る」(PP ・315-16括 弧 ・引用 者)こ と も辞 さない
,と い う

到底 論理 的 とは 考 え られ ない政治的な議論があ ったのである
。

この よ うなジ レンマ とも言える議論 の存在 は
,57年 版 会 計基 準 の 実現 概 念 の

定 義項 と伝統的実現概念 との統合化に内在す る問 題が通説的 な 〔AB〕 説 に お

い て充分 に意 識 され て いなか った ことの証左 となろ う
。かか る統合化に内在す

る問題 とは,57年 版 会計 基 準 の 実現概 念 と伝 統 的実現概念 の両者は同一次元に

おいて同時 に論ず ることがで きない こと,換 言す れ ば,と りわ け伝 統 的実 現 概

念 の 変質 化 あ るいは質的転換を行い,57年 版 会 計基 準 の実現 概 念 と伝 統 的 実現

概念 とはそれ ぞれ別個 の次元において位置づけなければな らない
,と い うこ と

であ る。

か か る統 合化 に内在す る問題 す なわち統 合化 に当た り直面せ ざるをえない

ジ レンマを抱 え込 んだ実現 分科会は ,そ うした ジ レンマ故 に,意 識 す る と しな

い とにか か わ らず}か か る問題 解 決 の ため に 新 た な実現概念 を生7出 さざ るを

えなかった・ ここに我々は噺 しい実現概念湖 鋤 していると観るので蕩
。

註

(1)… 般 分 科 会 の 構 成 メ ンバ ー は 次 の とお りで あ る
。WiliamJ.Vatter(委 員 長),

AndrewBarr,HomerBlack ,OscarS.Gellein,JamESS.Schindlero

(2)企 業 実 体 調 応 贈 お よび 実 現 以 外 の ,顛 性 謎 続 性 撹 び 襯 性 の 三 つ の 問

題 は ・ 委 貼 を 組 織 して 研 究 され る こ とカミな か った よ うで あ る
.こ れ に 対 す る.咽

と して は ・1966年 に 『基 礎 的 会 計 理 論 』(ASOBATl1966])が 公 表 され た こ とが 挙 げ

られ る よ うに 思 わ れ る。

(3)実 現 分 科 会 の 構 成 メ ソ・一 は 次 の と お りで あ る
。SidneyDavidson(委 員 長),

HaroldBierman,Jr.,HomerA .Black,JackGray,SamuelR .Sapienzao

㈲ 実 現 概 念 に つ い て 一 般 分 科 会 は,57年 版 会 計 基 準 が 革 新 的 な 実 現 概 念 を提 唱 す る

に 伴 い,時 価 主義 的 傾 向 が 強 ま り,「 一 つ の 概 念 と して の 実 現 が そ の 意 味 を 変 え ,

また そ の 重 要 性 を 変 え て きて い る」(General[19b4]p 。427)こ とを 認 識 した うえ で ,
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以 下の よ うなll項 口にわ た る検討課 題 を提示 してい る(Genera1[1964]pp.42728)。

1.「 実現 」 な る語 は一 会計概 念の表 現 と して は陳 腐あ るいは曖 昧 であ るのか。

会計 に携わ らない 者は実現 を,現 金を受取 った(収 益)あ るいは現 金 を支払

った(費 用)こ とを意 味す る と考 え るので あ るか。 「キ ャ ッシ ュ ・フ ロー」

と現 金 の稼得 へ の近 年 の強調 は この ことを反映 して い るのか。

2,通 常 の場 合には,収 益 また は利益(稼 得)の 実現 は 販売時 点 で起 こ る と仮定

す れば,あ りとすれば,い かな る例 外が認識 され ねば な らないか。

3.次 の実務 は実 現概念 に 従 ってい るか,そ れ と もそれ に反 してい るか 。④経 過

勘 定 項 目で あ る未収 利息 ・未払 利息,⑤ 長期 請 負工 事契約 につ いて の進 行基

準,◎ 用役 の提供 あ るいは 財 の引渡 の行わ れ る期 間 に先 立って受取 った賃貸

料,利 息,手 数 料お よび 予約料 な どの繰延額 。

4.割 賦 販売 に おいて,頭 金 支払額 の 多寡,支 払契 約 の条件,個 々の取 引 の頻度

と数 とい りた事柄 は実現概 念 の適 用に 影響 す るか。

5,動 産の売 却 にお いて,生 産進 行度 あ るいは 引渡時 点 が実現 時点 を設定 す るの

か。

6.投 資 会社 と保険 会社の 会計 では,ポ ー トフ ォ リオ ヒの有価証 券 の利得 と損失

につ いて1実 現 」 と 「未実現 」 とが区 別 され て い るか。 これ と同 一の 原則 は

他 の状 況 に も適 用 され るべ きか 。 この よ うな区別は妥 当か。

7.保 証,返 品,貸 倒,訴 訟Lの 損 失お よび納 税 に対す る引 当金 は,も しもそれ

らは収 益 を左 右す る とすれ ば,実 現 に関 係 させ るべ きであ る。 どの よ うに関

係 させ るべ きか。

8.実 現 は収益 の認識 あ るいは利益 の帰属 以外 の状 況 に適 用 し うる。それ は また,

資産 お よび持 分 の記録 と表示に 適用 しうる。 この ア(1チ を採 った と き,

リー スを通 じて 財産使 用権 を得 た とぎに,貸 借 対照 表Lの 資産 に 対す る追 加

額 が実 現 され るのか 。 これ に 対応す る負債 は どの よ うにな るのか。 両 者は ど

の よ うに測定 され るのか。 有形資 産は その よ うな権 利 とどの よ うに区 別 さ淑

るべ きか。

9.用 役供給 契約 は,あ りとすれば,実 現 資産 また は 負債 と して いつ認 識 され る

か。 これ らは,例 えば 公益 的 な設備,パ イプ ライ ンな どの よ うに,双 方 向 で

稼動 しうる。

10.実 現 は 以下 の価 格 変動 とい かな る関係 を もつか。⑤ 短期 の個 別価 格の変動,

⑤ 一般 価格 水準 修正。

ll.資 産 お よび持 分 に おいて 末実現 収益,未 実現利 益 あ るい はそれ に相応 す る も

のが あ る とすれ ば,い か な る区別が保 持 され るべ きか,ま た その よ うな情 報

は どの よ うに報 告 され るべ きか。
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㈲ 本節 に おけ る実現 分科 会 の報 告 書か らの引 用 は頁数 のみ を示 す こと とす る
。 実現

分科 会の報 告 書につ い ては 多 くの論 者に よ 一・て取 りあ げ られ 論 評 されて い る
。 例 え

ば,中 島[1965」,加 藤 「1965L若 杉[1965] ,浅 羽II965],植 野[196.=x_],山 桝

[19651な どを 挙げ る こ とがで ぎる。 福 島[1968は ,57年 版 会計基準 か ら実現 分

科 会 まで の実現概念 を巡 る問題 を詳細 に検討 してい る。

㈲ 例 えば,植 野 は次 の よ うに述 べ て い る。 「根 本的 な 問題 と して,費 用 の時 価 評価

に よる営業 利益 と保 有中の利得 な い し損 失 の明確 な 区別を強 調 しなが ら
,そ れ を純

利 益 の内訳 区分 で示す だけ で,保 有中の利 得 ない し損失 は,実 現 と 末実 現 の別 な く

利 益 と考え ない との意 見が なぜ でて こな いのか。 それ を否定す るな ら否定す るで,

そ の説 明があ って よい。 それ が 会計 ヒの利益 の経 済学 利益 へ の接近 の キ ーポ イ ン ト

であ ると考 え られ るだけ に,是 非 と も説 明 のほ しい ところ であ る
(7」(植 野]96,x]

p.Ea3)

(r7〔A〕 説 の純 利益 決定 テ ス トは ,経 済事 象 の違 い とい うよ りは む しろ,経 済事 象

の測定 に関す る証拠 の 質の違 い を識別 す る とい う機能 を持 って いる と考 え られ る。

とい うの は,か か る テ ス トでは,営 業活 動や保 有活動 とい った活動 まで も識 別 しう

る もび)では な いか らであ る。 しか し,か か る テス トの適 用 の結 果
,実 現損 益を もた

ら して い る鴬 業活 動 と保 有活 動 を 明 らか に し,他 方に おい て,未 実現損 益 の状態 の

保 有活動 を区別す る とい う効果 を得 る こ とはで ぎる。

(8)こ の点に つ いては,嶋[19661(p.145)を 参照 。

(9)対 応概 念分 科 会(TheMatchingConcept[1965])もCAB〕 説 と同様 の 立場 を

採 る。 対応概 念 分科 会は1棚 卸 資産 の 再評価 に よ り生ず るr保 有利得』 は 末実現 収

益 と して処理 す る」(p.371)と し,か か る棚卸 資産 が 販売 され た こ とに よ',て ,そ

才1が実現 した場 合には ・「営業純 利 益」(netinc・mefr・m・perati。ns)と は 区別 し.

て 「市場 変動 お よび価 格 水 準変動 に よ る実 現利 得 またぱ 損失 」(realizedgainsor

lossesfrommarkedfluctuationsandpricelevelchanges)と して保 有利得 を示 す こ

とを求 め る くp,37D。 この よ うな表示 が求 め られ るの は,経 営 者の活動 の効率性 の

評価 す なわ ち 業績 評価 に 当た っては,企 業 の 生産 または 用役活 動 に対す る経 営 者の

効率 性 のみ な らず,r市 場 で 有利 な立場 を 占め よ うとす る努 力」 に 対 す る評価 も必

要であ る と考 え られ て いるか らであ る(p.37{})。

⑳ 福島 「1978](pp.69-82)はr発 生」 な る名辞 を当 て る。 またSprouse=Moonitz

[1962〕(p.11)も 参照 。 この点 の分析 は第V節 にお1.・て詳 しく行 う。

⑳Horngrenは,流 動 性 の要件 が適 合 しえな い実 務 と して,こ れ ら以 外 に,固 定 資

産 を 含む よ うな物 々交換取 引や割 賦販売 を も挙げ てい る(Horngren[1965】p .334)。

実 現分 科 会は測定 可能 性 の 要件 の解 釈 を拡 大 させ る ことに よ って}物 々交換取 引 に

おけ る収 益を認識 しよ うとす る。
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⑰ 決定 的事 象 とい う考 え方はMyers[1959で 詳述 され てい る。

⑯ この考 え方 はFASBSFACNo.5の 「容 易に転 換 可能 な資 産」(par.83a)と い う

概念,さ らに 言えば 「実 現 可能 」 要件 に転化 してい くよ うに思われ る。

⑭ 次節 以降 の論述 の展 開 の ため に,本 節 まで に述べ て きた伝統的 実現 概念 と57年 版

会計基 準 の実現 概念 のそれ ぞれ の特徴 と相互 の相容 れ ない関係 を,以 下の1_図 表]V

2]の よ うに図式化 して お くことにす る(岡 村[199{〕](pp.515)を 参照)。

1現 在 認め られ た実現 テ ス トは 市場 取 引 にお いて提供 した用役 に対す る客 観的 に

測定 可能 な流動 資産 の受 領 を要 求す る」(p.314)と 言われ る よ うに,か か る実現 テ

ス トを内包す る伝 統的 実現概 念 は,法 的 な販売 または同様 な過程 に よる現 金 または

現 金等価 物 へ の転 換す なわ ち 〈換 価〉 を 含意す る。 市場取 引(独 立の当事 者間 の交

換 取 引)に お いて提 供す る財貨 または 用役 に 係わ る要件 を,「 市場取 引 の 存在」 な

る要件 で示 す(実 現 分科会 が挙 げ る 「用 役遂 行の程 度」 に関 す る要件は,こ の場 合

[図 表IV-2]

資産 ・負債

変動事象

収 益 ・利益

事 ・象

未実現収益

末実現利益

実現事象

実現収益

実現利益
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に は提供 され る財 貨 または用 役 に顕 現す るの で,そ れ をか か る要件 に 含め る こ とが

で きる)。 また,現 金 また は現 金等価 物 な る流 動 資産 の受 領 を 「流動 性」 な る要件

で表 わす。 かか る要件は利 益 の分配 可能性 あ るいは 処分 可能 性 に概念 ヒ関連 す るの

で,そ れは 伝統的 実現 概念 を特 徴づ け る重 要 な要件 とな る(こ の故 にrか か る概念

を 「処 分 可能 性実 現概 念 」 と呼 ぶ こ とが で き る)。 これ ら二 つの 要件 が充 足 され る

ときに,収 益 または 利益 は 実現収 益(利 益)と して記帳(認 識)さ れ ,充 足 され な

い とぎに,そ れは 未実現 収益(利 益)と して記帳(認 識)さ れ ない
。 つ ま り,か か

る 二要件 は収 益 または利 益 の原始 記帳 の 可否を決 定 す るので ,か か る二 要件 を有す

る実現概 念 を 「収益(利 益)認 識 概念 と しての実現概 念」 と呼ぶ こ ともで ぎる
。

57年 版 会計基 準 の実 現概 念 に よれ ば,資 産 また は 負債 の 変動 は 「確 定性 」 と 「客

観 性 」の 両 要件 を充足 した ときに記 帳(勘 定 に認識)さ れ る。か か る概 念 は}保 有

損 益の認識 を可能 にす るに留 まらず,会 計r __の認識一 般 に まで 及ぶ 内容を持 って い

て,投 資 者の投資 意思 決定 お よび経営 者 の業績 評価 に 役 立つ 会計情 報 の提供 とい う

口的 を達 成 す るための 概念 用 具 とな って い る に の 故 に,か か る概 念 を 「業績 評価

性実現 概念 」 と呼 ぶ こ とが で きる)。 「確定性 」 と 「客 観性 」 の両 要件 を充足す る資

産 または 負債 の変動 は実 現 事象(項 目)と して認識 され,充 足 しない ときに はそれ

は非実 現 事 象 順IDと して認識 され る こ とは ない。 つ ま り,か か る 二要件 は資産

また は 負債 の変動 の原始 記帳 の 可否を決 定す るので,か か る ・YYを 有す る実 現概

念 を 「資産 ・負債 変動 認識概 念 と して の実 現概 念」 と称す る こ ともで ぎる。57年 版

会計基準 の実 現概 念 も伝統 的実 現概念 もと もに原始 記帳 の 可否 を決定す る とい う認

識概 念 と して の役割 を担 ってい るので,こ れ らの 同時 の適 用は論理 的 に起 こ りえず r

排他 的な関 係 を持 つ。

V.新 たな実現概念の台頭

1.新 た な実 現概 念 の 生成 一 一Horngren説

実 現 分 科 会 に お い て結 果 的 に提 唱 され ざるを えな くな った 新 しい実現概念

は,実 は,棚 卸 資 産 分 科 会 の 〔2〕 説(Horngren,Mautzお よびZlatkovichが 支

持 した 見解)に お い て す で に提 唱 され て お り,実 現 分 科 会 は そ れ を 継 受 した 形

とな っている。 しか し,か か る実 現 概 念 の 内在 的 問題 が実現 分科 会において初

めて表出 し,そ の新 しい概念 の論 理 的 位置 づ けの明確化が要請 され るに至 って

い る。実現分科会において新 しい実現概念が胎動 して いると観 た所 以である。

かか る新たな実現概念 について,棚 卸 資産 分科 会 の 〔2〕 説 を 展 開 したHorn一
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grenが そ の 内 容 を あ る程 度 まで 明 確 に してい るので,差 し当 た り彼 の所 説 を

手掛 か りに して考察す ることとす る。

Horngrenは,「 実 現 の解 釈 は 会 計 実 務 の批 判 者 と擁護 者 との間での主要 な

衝突点 であ る」(Horngren[1965]p.323)と 捉 え,と りわ け 「価 値 増 加 」 の認

識 に係 わ る問題(特 に保有利得 の認識 に係わ る問題)に 焦 点 を 当 て て実 現 概 念 を

検 討 す る(p.(1324)/。彼 は,57年 版 会 計 基 準 の実 現 概 念 を 支持 す る会計実務の批

判者 の考え方 と,伝 統 的 な実現 概 念 に 基づ く会計 実務の擁護者の考 え方 との折

衷的な考 え方 を採 ろ うとす る(p.325)。 す なわ ち,彼 は 「自由 な 『認 識』 テ ス

トと厳 格 な 『実現』 テス ト」(p.325)と い う考 え方 を提 唱す るの であ る。

か か るHorngrenの 考 え方 の基礎 を なす もの は何 か 。 まず第一に・客観的に

して検証可能 な証拠 に支 えられた価値変動(例 えば,棚 卸資産や設備の個別取替価

格のL昇)が 含 まれ る よ うに,会 計 報 告 の 内容 が 拡 大 され るべ きであ る,と い

う57年 版 会 計 基 準 の基 底 を な して い る価値観 である(p.325)。 か か る価値 観 に

依 拠 す るの は,「 機 会損 益 あ る いは 期 待 の変 動 を表わ しうる」(p.32$)こ れ ら

の価 値 変 動 が 会 計 報 告 に 組 み込 まれ ることに よって,「 経 営 老 の投 資 計 画 また

は在 庫計 画 に係わ る手腕 の評価」(p。328)が 容 易に な るか らであ る。換 言す る

な らば,投 資者 の投 資意 思決 定 お よび経 営者 の業績評価に役立つ情報 の提供 と

い う57年 版 会 計 基 準 の基 本 目的 と同 じ目的がそれに よって達成 され ることにな

るか らであ る。かか る情報をいち早 く提供す るためには,57年 版 会 計 基 準 の実

現概 念 の よ うな概 念装 置が必要 になる。 「用役潜在性 の 『充分 に確定的かつ客

観的な』測定 」(p.326)が 可能 で あれ ば,そ れ を記 帳 す る(認 識す る)こ とが求

め られ る所 以 で あ る。

Horngrenは この よ うな考 え方 に立 って,57年 版 会 計 基 準 の実 現 概 念 の定 義

項 を直視 し,そ れ を 「あ る価 値 増 加 の客 観 的 測定 を可能 にす るべ く充分に確定

的に して検証可能 な証拠 」(p.325)と 言い換 え る。 す なわ ち,あ る価 値 増 加 が

充 分 に確 定 的 に して検証可能 な証拠 に基づいて客観的に測定 され うるな らば,

それ は記 帳(認 識)さ れ る こ とに な る。 しか しなが ら,彼 は,か か る定義 項 に

対 して57年 版 会 計基 準 に倣 ってそ の被定 義 項を 「実現」 とはせずに,む しろ定
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義項 の内容 を直戴 に表わ しうる 「認識」 な る名辞を被定義項 として選択 す る

(p.325}。 何 となれ ば,「 認 識 は 主 と して 合 理 的 に して検 証可能 な証拠 をなす

ものは何かを決定す る問題 であ り,し たが ってそ れ は客 観 的 な測 定 如何で決 ま

って くる」(p.325)か らで あ る。

この こ とは,Horngrenに あ って は ,57年 版 会 計 基 準 の 「実 現 」 概 念 は 「認

識 」概念 に よって取 って代わ られた,言 い換 えれ ぽ,資 産 また は 負債 の変動 を

認 識 す る概念 として位置づけ られていた57年 版 会 計基準 の 「実現 」 概 念 は ,定

義項 の実 質 に 合わ せ て,な おか つ 被定 義 項 の用 語 上の混 乱を招か ない 「認識」

概念 と して改めて位置づけ られた ことを示す。かか る定義に当た 一,ては ,ト ー

トロジーは 回避 され て い なけれぽ な らない ことは 言 うまで もない
。か くて,か

か る 「認識 」 概 念 に よって,「 棚 卸 資 産 や 設 備 の個 別 取 替 価 格の上 昇」(p ,325)

に伴 う保 有 利 得 の 記 帳 ば か りで な く,「 富 また は 全体 的 な経 済 力 を 測 定す る」

(P・328)こ と も可能 とな る。Horngrenは か か る概 念 を 「認 識 テ ス ト」 と して

適用す るが,こ れ は また,実 現 分科 会 が収 益取 引 に関 す る実現概念で析 出 した

「測定可能性」要件 と同様の機能を果た してい る と解釈す る こともで きる
。

Horngrenの 折 衷的 な主張 の根 底 を なす考 え方 の第 この ものは
,伝 統 的 な実

現概 念 は 事 象 の タイ プの形式的 な区別,経 営 者 の業 績 評 価 お よび客観 性 の程度

の序 列化な どに役 立つ(pp・32,i,32728,332)の で ,そ れ を 保 持 す べ きで あ る

(pp.325,331),と い うもの で あ る。 相対 的 な 客観 性 の程度を示 しうる ことが伝

統的な実現概念を容認す る根拠の一つ にな っているが,こ の 点 に つ いて ,彼 は

次 の よ うに述 べ る。 「機 械 設 備の取 替価値 の測度 よ りも現金販売 の測度に関す

る社 会的合意 の 方が容 易に得 られやすい とい う意味 では ,実 現 概 念 を保 持す る

こ とは客 観 性 を高め る。」(p.327)し か し,こ の よ うな 客観 性 や 証 拠 の質 を 高

め ることよ りもさらに重要 な もの として彼に よって考 え られてい るのは
,伝 統

的 な実 現 概念 は 「多 様 な利 害 関係者が違 うよ うに 見て ウエ イ トづけす るよ うな

事 象の タイプの形 式的な区別」(p.327)を 可 能 と し,そ して 「経 営 者 の評 価 と

企業 の財務_fの 問題 の評 価 に 役 立つ」(p,328)と い うこ とで あ る。

この 点 に つ い て,Horngrenが 挙 げ るVatterの 次 の よ うな 見解 は 興味 深 い
。
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「未販売の財貨は販売ではない。 とい うのは,そ れ らは 引渡 を示 さな いか らで

あ る。 したが って,『 保 有』 損 益 は 用 役 の遂 行 や製 品の引渡 に よって得 られた

利益 と同 じものではない……実現 は一連の事象の中の一 つの事象である。 ……

しか し,実 現 を示 す 事 象 を,実 現 を示 さな い事 象 か ら明確 に区別す るために,

あ るテ ス トが 適 用 され うるな らば,我 々は それ を用 い るべ きで あ る。『会計 士

が現在 測定 してい る よ りも早 く変動(そ れ らの うち少な くて も幾つか)を 測定 す

る こ とが で きる』 とい う理 由のみ で,我hは こ う した テス トを 見放 して はな ら

ない。」(Vatter[1963]p.191)。

この見解 に従 うな らば,実 現 損 益 を もた らす 営 業 活動 ・保有活動 と未実現損

益の状態の保有活動 との区別が伝統的な実現概念 の適用に よって可能 にな り,

また保 有 活動 の実 現 損益 と未 実現損益 とが情報 と して提供 され ることになるの

で,そ れ に よって経 営者 の保 有 活動 に関す る業績評価 も可能 とな って くる。

そ こで,か か る考 え に依拠 してHorngrenは 以下 の二 つ の テ ス トを導 出す る。

「当該会計単位 と他の会計単位 との間での 自発的 な相互作用に よって生み出 さ

れた事 象」であ る 「市場取引」 テ ス トと,「 資 産 に対 す る拘 束 の除 去 」 であ る

「財貨 または用役 の提供」 テ ス トがそれ である(p,325)。 前 者 の テ ス トは,実

現 分 科 会 が収 益取 引 に関す る実現概念 で析出 した 「市場取引の存在」要件に対

応 し,後 者 の テ ス トは 「用役 遂 行 の程 度」に関す る要件を 「財貨 または用役の

提供」に対応 させた もの として解釈す ることがで きよう。Horngrenに よれ ば ・
　 ヨ 　

かか る二つのテ ス トは実現 テス トの主た る内容をなす。

Horngrenは これ ら三つ の テ ス トの相 互関 係 を どの ように捉 えるのか。彼は,

「実 現 が起 こ るに は に れ ら)荒 つ の条 件 のす べ て が 充 た され なければ な らな

い」(p、325括 弧 ・引用者)と す るuし か し,他 方 では,認 識 テ ス トと他 の 二 つ

の テ ス ト(市 場取引/財 貨または用役提供テス ト)と を 分け て,認 識 テ ス トは そ れ

めみ で独 自に適 用 し,そ れ を 充足 す る もの の他 の二 つ のテ ス トを充足 しない と

きには,こ れ らの テ ス トの対 象 とな った価値増加を認識す るも未実現 として記

録 ・報告す る ことを,彼 は 主張 す る。 す なわ ち,「 棚 卸 資 産 や 設 備 の個 別取 替

価 格 の上 昇の ような価値変動 は 『認識』 され るべ きであ るが,し か し,も しも
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当の資産が保有 された ままであ るな らば,そ れ は 『未実 現 』 と して示 され るべ

きであ る。」 と Φ.325)。 か く して,未 実 現 保 有 損 益 を 記 録 し報 告 す る概念用

具が整備 され た ことになる。Horngrenが 特 に 「自由 な 『認 識』 テ ス ト」 と呼

ぶ所 以である。

認識 テス トと市場取 引/財 貨 または 用役 提 供 テ ス トとを分け ることはいかな

る意味を持 つのか。伝統的実現概念は原始記帳の可 否を決定 す るので ,こ れ に

従 えば,実 現 の要 件 を充 た さな い未実 現 収益 または利益は記帳 され ることはな

い。 しか し・Horngren説 で はf認 識 テ ス トが切 り離 され て独 自に存立 しうる

もの とされたために1未 実 現 の収 益 あ るい は利 益 が 記帳 され ることに なる。 こ

の ことは,認 識 テ ス トが原 始 記 帳 の可 否 の鍵 を握 るテス トとして位置づけ られ
,

このた め に,実 現 テ ス トを特 徴 づ け る市 場取 引/財 貨 また は用 役提 供 テ ス トは

原 始 記帳 の可否 に関す る決定機能 を もはや持 ちえな くな る,と い うこ とを 示す

こ とに な ろ う。 換 言すれば,市 場 取 引/財 貨 また は用 役 提 供 テ ス トを 内包す る

「収益(利 益)認 識 概 念 と して の 実 現概 念 」 は もはや認識概念 と しての役割 を

果た しえな くな った ことを,そ の こ とは 明示 して い るの では あるまいか。

かか る事態 を伝統的な実現概念 の没落 ・放棄 と観 るか ,そ れ と も伝 統 的 な実

現概 念 の新 しい環境 への適応 ・革新 と観 るかは措 くと して も,そ れ は ま さ し く

伝 統 的 実現 概 念 の変質化を物語 ってい る,と 言え よ う。 この こ とは ,あ る意 味

では 実現 概 念 に関 す る観 方について我 々の発想 の転換を迫 る問題 で もあろ う
。

実現分科会では,か か る点 の理 解 に 欠け て い た と言わ ざるをえないのであ る。

さすれば,実 現 テ ス トを特 徴づ け る市場 取 引/財 貨 また は 用役 提 供 テ ス トは

いか な る役割を持 つ もの として位置づけ うるか。Homgrenは か か る点 を必 ず

しも明確 に して い るわ けではない。 このために次に ,「1973年 度諸 概 念 お よび

諸 基 準 委 員 会 ・外 部 財務 報 告 分科 会 」(CommitteeonConceptsandStan-

dards--ExternalFinancialReporting)(ExternalReporting[1974])(以 下,「外部

報告分科会」 と呼ぶ)が1974年 に公 表 して い る報 告 壽を 手掛 か りに して ,こ の 点

を考 察す る こ とに した い。
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2.新 たな実現概念の生成 一一外部財務報告分科会の見解

外部報告分科会は,「企業の製品,用 役 または財産の販売が利益(ま たは損失)

の認識のための適切な事象となる場合 とそ うではない場合とを決定 しうるよう

な状況を検討 し,か かる決定を行 う場合に適用 しうる諸概念または諸基準を提
くわ

案す ること」(ExternalReporting[1974]p203)を 目的 と して設 置 れた 。 かか る

検 討 に際 し,当 時 の ア メ リカ会 計学 会 長 のRobertT.Sprouseに よって,57年

版 会 計 基準,実 現 分 科 会 の報 告 書 お よび 『基 礎的会計理論』等に言及す ること

が要請 されてい る(p.203)の で,外 部 報 告 分 科 会 の 報 告 書 には,こ れ らの研

究成 果 が 盛 り込 まれ て いる と考 えることがで きよ う。

当分科会は,「 販 売 」 な る語 の意 味 の 多義 性 を指摘 した うえで,「 利 益(ま た

は損失)の 認 識 の ため に,販 売 『そ の もの』 の適 切 性 を 直接考察す る とい うよ

りはむ しろs実 現 が 起 こ った こ とを 示す 単 な る一つ の可能 な指標 と して販売を

考え る」(pp、203-204)と い う迂 回 した ア プ ローチを採 って,実 現 概 念 を 問題 に

して ゆ く。 さ らにかか る分科会は,「 実 現 の 本質 的 な意 味 に つ い て,伝 統 的 会

計 に お い て相 当 の混 乱 が あ ることを見い出」(p.204)し,そ の うえで,実 現 概

念 を 「不確 実 性 を分 析 し報 告す る手段」(p.204)と して捉 え てゆ く。 こ こでは

実 現概 念 は,利 益 を もた らす 諸事 象 を 「財務 諸表 に含め ることを保証す るに足

る充分 な信頼性 を もって測定 しうる時点」(p.204)を 決定 す る手 段,あ るいは

それ らの 「諸 事 象 を客 観 的 な金額 で(inobjectiveterms)会 計帳 簿 に記 帳 し う

る時 点,言 い換 えれ ば,不 確 実性 が認 め うる レベ ルに まで減少 した時点を決定
　 9)

す るための指針」(p.209)と しての役 割 を担 うこ とに な る。

この ように実現概念 を捕捉す るな らば,販 売 基 準 と して典型 的 に 現 われ る伝

統 的な実現概念 においては,販 売事 象は 次 の よ うに理 解 しうることとなる。「販

売事 象」は 「損益計算書 に利益 を含め ることを保証す るに足 るほ どに不確実性

が充 分に減少 した決定的時点(criticalpoint)」(p.204)で あ り,さ らに 実務 上 そ

れ は 「不確 実 性 の手 っ取 り早 い指標」(p,205)と もな る。 この よ うな販 売 基 準

に対 して認め られ る例 外,す なわ ち工事 進 行 基 準や 回 収基 準 などもまた,販 売

基 準 の場 合 と同 じよ うに不 確 実性 の レベルに係わ ら しめて理解す ることがで き
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る。「販売基準に対す る例 外が存在す る とい うこ とは次の よ うな ことを裏づけ

る。すなわ ち,大 部 分 の場 合に は,販 売 時 点 が 『決 定 的』 事 象 と して選択 され

て ぎたが,充 分 な確 実性 を も った予 測 が可 能 であれば認識は早め られ ,ま た そ

うした 予測 が で ぎない場 合 には認識は遅 らせ て きた。」(p.20.E?

これ か らすれ ば,伝 統 的 な実 現 概 念 は,販 売 を 含む 複数 の事 象 の うち不確実

性 の レベルを決め る決定的事象 としてなん らかの事象を選択 しfそ れ に 対応 す

る不確 実 性 の レベ ル を充 たす場合には実現収益(利 益)と して認 識 し,そ れ を

充 た さな い場 合 に は未 実 現 収益(利 益)と して認 識 しな い,と い うよ うに 適 用

され て きた こ とになろ う。

この よ うに実現概念 を不確実性 の レベル との関連 で捉え直 し,こ の考 え 方 を

推 し進 め て ゆ くな らぽ,伝 統 的 な実現 概 念 で含 意 され る不確実性 の レベル よ り

も高い不確実性の レベルの事 象であ って もs損 益 計 算 善 に利 益 を 含め る こ とを

保 証す るに足 るほ どの不確実性 の レベルにあ ると考 え られ るな らぽ,そ の事 象

は認 識 しうるこ と とな る。 これを可能 な限 り展開 して,例 え ば,「 検 証 可 能性 」

お よび 「不偏 性 」(ASOBAT[X966]pp.1U--11)を 充足す る程 度 の 不確 実性 の レ

ベ ルを 容認 す る(p .207)な らば,期 待 され る将 来 キ ャッシ ュ ・フ ローの見積

値 を含 む ような 「全体予測計算 書」(Full-ScaleProbabilisticStatements)の 報 告

が可 能 とな って こ よ う(pp.21922)。

こ こまでに 至 らな くて も,保 有 損益 を認識 し報 告 す る こ とを可能にす る程度

の高 い不確実性 の レベル,換 言すれ ば,利 益 を生 み 出す 資 産 ほ たは負債)の

変 動 事象が 「確定 性 」 と 「客観 性」 とを充足す る程度の不確実性の レベルが容

認 され ることは充分に考え られ る。 この場合には,明 らか に57年 版 会 計 基準 の

実現 概 念 が適 用 され た と全 く同 じ効果が得 られ るのであ る。 この ことは,57年

版 会計 基 準 の実現 概 念 もまた不 確実性 の レベル との関連 で捉え直す ことが可能

であることを示す。

この ことは,あ る意味 では,会 計 上 の 認識 は 不確 実 性 の関数 として統一的に

理解 しうること,ま た 「実 現 の問 題 は 測 定 の問 題 にす ぎない」(p.213)こ とを
の ヨ

明 らかにす ることになろ う。 この結果,そ れ は さ らに,伝 統 的 な 実現 概 念 に 不
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可分の関係で包含 されていた収益 または利益の認識機能 をその緊縛か ら解 き,

それ 自体 独 自な一 つ の概念 と して再構成す ることを可能 とす るのである。か く

て,伝 統 的 な 実現 概 念 の質 的 な転 換 がそれに伴 って必然的に起 こることになる。

この よ うに会計上 の認識を不確実性 との関係で捉え るならば,こ れ まで認 め

られ て きた 不確 実性 レベル と,そ れ よ りも高 い不 確 実性 の レベ ルを ともに容認

して,利 益 を もた らす事 象を そ の二 つ の レベルに従 って同時に認識す ることは

論理的にあ りえない とい うことにな る。 これは,57年 版 会計 基 準 にお け る実 現

概 念 と伝統的 な実現概念 とはそれぞれ異な る不確実性 の レベルの もとに容認 さ

れ るのであ るか ら,そ れ らは両 立 す るはず は な く,互 い に背反 し合 うこ とを 明

らか に して くれ る(前 節(85頁)に おける 「図表N-2]を 参照)。

した が って,双 方 の実 現 概 念 の有 用性 を認 め両者 の折衷 を図ろ うとす る場合

には,低 い不 確 実性 の レベ ル の認 識 概 念を採用す るな らぽ,そ れ に比 して高 い

不 確 実 性 の レベ ルの認識概念 は採 用 され る余地がないので,論 理 的 に は,後 者

の認 識 概 念 が選 択 され ね ば な らない こととな る。57年 版 会 計基 準 の実現 概 念 の

定義 項 が まず もって採用 され る所以であ る。伝統的実現概念は,そ の よ うに し

て認 識 され た事 象が その後低い不確実性 の レベルを充た したか ど うかを判断す

る概 念 と して適 用 され る こ とに なる。 この よ うな 「認識 と実現 との分 離」

(p.216)と い う考 え 方 の一 層 の展 開 は,外 部 報 告 分科 会 の 「1964年 度実 現 概 念

に関 す る調 査 研 究委 員 会(実 現分科会)に よって示 唆 され た もの の拡張 」(p.217

括弧 ・引用者)で あ り,「 ジ レンマ を多 少 とも解 消す る一一つ の方法」(p.217)で

あ った ので あ る。

高 い 不確 実性 の レベルの認識概念 の導 入の理由について外部報告分科会は,

次 の よ うに 述 べ る。 「伝 統 的 な実現 ル ールの もとで不確実性 につ いて与 えられ

る扱いは,多 くの場 合,現 実(reality)を 過 度 に単純 化 して い る。 不確 実 性は現

実 の世界では一つの連続 として存在 してい るが,会 計 記録 では それ は2進 法 的

に扱 わ れ る。 分 析 され る事 象は複雑で多元的 であ る限 り,か か る単 純 化 した会

計 処理 は,不 確 実性 とそれ の将 来 の結 果 へ の影響 に関す る利用者 自身 の分析 を

容易にす る,充 分 な情 報 を 含 む報 告 書 を彼 らに提供 しえないか も しれない。 さ
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らに,不 確 実 性 に 関す る識閾 は 会計担 当者に よって主観的にな され る。 不確実

性 とそれ の期間成 果へ の影響 に関す る利用者の 見方が会計担 当者 のそれ と異な

る ときには,不 確 実 性 の レベ ルに 関す る2進 法 的 扱 い は,利 用者 が会 計担 当者

の予 測 を 自らの情報要求に適合 させ よ うとす る場合に充分 とはな りえないか も

しれ ない。」(p.216)

この よ うに,情 報 利 用 者 の意 思決 定 に役 立 つ情報 を提供す るためには,不 確

実性 の レベ ル の異 な る(こ こでは高 い不確実性の レベルの)の 会 計 情報 が 必 要 で

あ る と捉 え,外 部 報 告 分科 会 は採 りうる ア ブmチ の 一 つ と して,「 勘 定 それ

自体 のな か で行 わ れ る実現の区別を拡大す るこ と」(p.216)を 提 案 す る。 す な

わ ち,「 利 益 実 現 の手 段 と して,た だ一 つ の不 確 実 性 減 少 の識 閾 レベ ル しか認

めない とい うのではな くて,二 重 の不確 実 性 の レベ ル(dualuncertaintyIevels)

を導 入 し うる」(p.216)と い う立 場 を採 るので あ る。

具 体 的 には次の よ うな形 を採 ることとなる。「不確 実性 の レベルが なお も相

対的に高い ときには,外 部 事 象 に つ い て第一 次 勘 定認 識 を認め る,す なわ ち潜

在 的 な利 益 へ の影 響 は,現 在 行 われ て い る よ りも早 く勘 定において 『認識』す

るが,し か し,『 実 現 』 は そ れ よ りも幾 分 低 い不確実性 の レベ ルが充 たされ る

まで延期す る。」(p.216)こ の よ うな 「認 識 と実 現 との 分離 」の方法 あ るいは

「相対的 に 自由な認識方法」(p,217)は 先 に検 討 したHorngren説 と実質 的 に

くの

同 じである,と 言える。

外部報告分科会はかかるアプローチの効果を三つに分けて挙げる。その第一

は,勘 定 と報告において認識 と実現 との区別が導入 される。第二に,か か る区

別によってより不確実のものが認識時点で許容され る,す なわち不確実性の識

閾 レベルが緩め られ,潜 在的な利益(を 生み出す)事 象のより早期な勘定への

反映がそれによって可能 となる。第三に,実 現に対 して要求 され る不確実性の

諸閾 レベルは現在 よりも厳格にすることができ,そ の結果,早 ま!,た また誤 っ

た利益の実現の可能性 とそれの損益計算書への表示の可能性を減 らす ことがで
くの

きる(pp.216-17,218)。 しか しなが ら,こ れ らの効 果 に ま して重要 な こ とは,「 認

識 と実現 に対す る不確 実 性 の識閾 が異な るために,現 在 の 実 務に あ る不確 実性
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に関す る単純 な2進 法 的 な扱 い を捨 て去 る こ とが で きる」(p.218)と い うこ と

で あ る。

これ は,伝 統 的 な実 現 概 念 がそ れ な く しては存立 しえないほ どに不可分に結

合 してい る 「認識」機能 を,そ れ か ら剥 奪 す る こ とを明示 す る。それでは,認

識機 能 を剥 奪 され た伝 統 的実 現概念は,か か るア プ ローチでは い か な る役割を

果たす もの として位置づけ られ るのであろ うか。別 言すれぽ,先 に挙 げ た 問題,

す なわ ちHorngren説 の検 討 よ り得 られ たr実 現 テス トを特 徴 づ け る市 場取 引

/財 貨 または 用役 提 供 テ ス トはい かなる役割 を持 つ もの として位置づけ うるの

であろ うか。 ど うや らかか る問題の検討に差 し掛か った ようであ る。

かか る問題 の検討の重要な手掛か りは,実 現 分 科 会 で論 理 的 な争 点 の一 つを

な した 「市場取引の存在」 なる収益取引に関す る要件が,外 部報 告 分科 会 では

どの よ うに考 え られてい るか,と い うこ とで あ る。実 現 分科 会 では,か か る要

件 は 「当該 企 業 は 直接 に市場取引に参加 している一 当事者 でなけれぽ ならない」

と して適用 され,伝 統 的 実 現 概 念 に あ って は,そ れ は収 益(ま たは利益)の 実

現 に必 要 不可 欠の もの と して位置 づけ られている。かか る要件について,外 部

報 告 分科 会 は,「 多 くの 特定 の場 合 に お いて は,こ れ(「 市場取引の存在」なる要

件)は 信頼 で きる測定 を可能 とす るために必要 となることもあろ うが,一 般 原

則 と して,実 現利 益 の認 識 に 当た って は,当 該企 業 が 市場 取 引 の一 当事 者 であ

る必要 はない」(p.212括 弧 ・引用者)と す る。 つ ま り,か か る分科 会 は,「 市

場 取 引 の 存 在 」 な る要 件 が 収益(ま たは利益)の 実 現 に必 要 不 可 欠 の もの で あ

る とす る実現分科会の見解を受け入れないのである(p.213)。

そ の理 由 と して,か か る要 件 は あ る取 引や 事 象 の記録の規準 とな りうるが,

他 の取 引 や事 象 に つ いて は そ の ような規準 とな りえないので,そ れ は 首尾0貫

しな い点 をr外 部報 告 分科 会 は指摘 す る(p.212)。 か か る分 科 会 は 具体 的 に次

の よ うな例を挙 げ る。「例えば,も しもか か る要 件 が どの よ うな場合に も必要

とされ るな らば,貨 幣価 値 変動 に対 す る修 正 は で きない ことになろ う。さらに・

会計 上認め られてい る多 くの配分お よび見積手続,例 えば減 価償 却 費 の計 上 や

貸 倒 の 見積 は,か か る要 件 の も とで は行 い え ない ことになろ う。」(pp.212-13)
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このように,伝 統的実現概念を構成する要件が首尾一貫 しないこと
,そ してそ

れを内包する実現概念は限定的な適用範囲 しか持ちえないことが ,実 現概念に

よる 「認識」の要件からかかる要件を除外する外部報告分科会の見解の一つの

根拠になっている。 さらに,か かる分科会のいわば 「実現要件の絶対性」の否

定は,不 確実性の レベルに関連 させて実現概念を捉える考え方,換 言すれば,

「認識と実現 との分離」 という考え方の展開に当たって極めて重要な契機にな

　8う

っている と考 え られ るのであ る。

「認識 と実現 との分離」 とい う考 え方 に従 って,外 部 報 告 分科 会は 実現 分科

会 の 見解 を次の よ うに述べ る。実現分科会 は 「営=業利 益 と保 有利 得 との区 分 を

提 案 した。 また当該分科会は,保 有 利 得 はそ れ が 測定 し うる最 魂、早い時点で ,

す なわ ち市場 価 格 の変 動 が 起 こる時点で認識 され るべ きことを提案 した
。 さら

に,か か る利 得 は,当 該 企業 が 資産 を分 離 す る,あ るいは 資産 を製造 活動 で利

用 す る市場取 引に 自ら関与す る ことに よって価格変動 を 「確認 した」(validat -

ed)と きに限 って,実 現 した もの と して処 理 され るべ きことを
,当 該 分科 会 は

提 案 した。 この手続 も,我 々の提案 と同様 に,認pと 実 現 との 区 別 に な って い

る。 ここでの認識 と実現 との区別は,不 確 実 性 の レベ ルに 依拠 してい るのでは

な くて,む しろ会計 記 録 を行 う企業 自らが取引の …当事者にな ってい るか どう

かに依拠 している。も しも一 当事者であれば ,利 得 は実 現 し,そ うで なけ れ ば,

利 得 は認識 され るだけ であ る。」(PP.21819)

こ こに 二つ の論 点 を 見い 出す こ とが できる。 第 一はr「 市場 取 引 の存 在 」 な

る要件はすでに認識 された収益(ま たは利益)を 「確認」あるいは 「再分顛]1

す る要件 として位置づけ られている,と い うこ とであ る。 第 二 は,こ の よ うな

役 割 を持 つ 「市場 取 引 の存在」な る要件は必ず しも不確実性の レベル との関連

で捉え られてい るわけではない,と い うこ とであ る。

これ ら二 つ の論点の うち第二の ものは容 易に解決 しうる。 外部報告分科会の

「認識 と実現 との分離」 とい う考え方 に よれば ,「 認識 され た価 格 変 動 を受 け

る確 率 は今やほぼ確実にな った こと(す なわち低い不確実性)を 利 用者 に告 げ る」

(p.218括 弧 ・引用者)も の と して 「実 現 」 を捉 え る こ とにな る。 この よ うな
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「実現」すなわ ち低 い不確実性 の レベルを表 わす徴表 と して,な ん らか の もの

が考 え られ な けれ ばな らない。 も しも 「市場取 引の存在」がかか る徴表 の一つ

にな りうるな らば,こ れ は 不確実 性 減 少 の一 つ の識 閾 レベルを選別す る具体的

要件 を構成す るこ とになろ う。 この よ うに解すれば,「 市 場 取 引 の存 在」 な る

要件 は 不確実性の レベル との関連で捉 えるこ とがで きるわけである。

したが って,こ こに重 要 な の は第 一 の論 点 とい うことになる。何 となれば,

実現 分科 会 とHorngren説 に お い て それ ほ ど明確 で は なか った実現概念の役割

と位置づけ とについて,外 部 報 告 分 科 会 は,認 識 収 益(利 益)の 「確 認」 また

は 「再 分 類」機 能 を実現概念に付与 し,そ れ に よ って 「低 い 不確実 性 の レベル」

を識別 し,記 録 ・報 告 す る こ とを可能 な ら しめているか らであ る。かかる分科

会 が 「利 益実 現 の手段 と して …… 二重 の不確実 性 の レベ ルを導 入 しうる」

Φ.216)と す る所 以 は,実 現 概 念 を この よ うに位 置 づ け て初めて理解 しうる も

の とな る。か くて ここにおいて,「 収 益(利 益)認 識 概 念 」 と して の伝 統 的 実

現概 念 はその役割 を解かれ,そ れ に 代 わ り,「 確認 また は 再 分類 概 念 」 とい う

役割 を有す る新たな実現概念が登場す るに至 る(以 下,「 再分類概念 としての実現

概念」 と呼ぶ)。 実 現 概 念 は ま さに質 的 な 大転 換 を遂げた と言え るの ではあるま

し甥 、。

実現概念を この よ うに捉 え ることは,あ る意 味 では伝 統 的 実現 概 念 の固有の

ジレソマか らそれを解放す ることに もな る。 販売基準 とそれに対す る例外 とさ

れ る工事進行基準や収穫基準の併存は,現 在 採 られ てい る 「実 現 の識 閾 は価値

変動を最 も早い時点で認識 したい とす る欲求 と,最 終 的 な受 領 の確 率 が 充 分に

高 くな るまで利益 の記帳を繰延べたい とす る我 々の対立す る欲求 との 一つの妥

協を示 してい る」(p.218)と 言 え る。 認識 概 念 か ら引 き離 され た 「再分類概念」

としての実現概念は,一 つ の低 い不確 実 性 の レベ ルのみ を表わ しうるので,そ

こで は 「この よ うな対立 しあ う矛盾 は もはや存在 しない」(p.218)こ と とな る。

伝統 的 実 現概 念 が 固 有 の ジ レソーマか らこの ように解放 され る とい うことにな

れば,「 新 しい実 現 テ ス トに対 す る規 準は,実 現 につ い て現在 必要 と され る も

の よ りく,なお …層 厳 格 に し うる こ とに な ろ う。」(p,218)外 部 報 告 分 科 会 は,
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伝統的実現概念 の要件を構成 してい る 「流動性」 または 「分配 可能性」 につい

て次の よ うに述べ る。「『流動性』 お よび 『分配 可能 な形態』は少な くて も部分

的にはT経 営 者 が 配 当 支払 を通 じて運 転 資本の状態を侵食す ることを防 ぐため

に・ または(and/or)資 本 か らの配 当 の 支払 を 防 ぐた め に主張 され て きた
。i

(p.212,し か しz「 分 配 可 能 な 形態 を取 って い る,資 本 か ら分 離 され て い る,

ま た流 動 資産 の形態 を取 って い なければ な らないか どうかに関す る問題につい

て,我 々は,実 現 概 念 の一部 を構成 す る これ らの規準の正当性 をr概 念 的 に も

あ るい は実 務 的 に もほ とん ど見い出 しえない。」(p212)

ここに明 らか な よ うに,外 部 報 告 分科 会は 実現 分科 会 の場 合 と同様に
,収 益

(利益)「 認 識 一1概念 と して の実 現概 念 に お い て は,「 流動 性 」 または 「分 配 可

能 性 」要 件 はそれ に不可欠の要件ではない と主張す る。その理 由は 「市場取 引

の存在」 の要件に対す るもの と同様に ,首 尾 …貫 した 適 用は 不 可能 で あ る点に

あ る。 ここにおいて も,「 流動 性 」 また は 「分 配of能 性 」 要件 は実 現 概 念 に よ

る 「認識 」の要件か らはず され,実 現要 件 の絶 対性 の否定 が行 わ れ るのであ る。

しか しなが ら,実 現概 念 を認 識概 念 で は な くて 「再分類概念1と して位 置 づ

け るな らば ・ それ らの要件は 「市場取 引の存在」 の要件 とともに ,不 確 実性 減

少 の 一つ の識 閾 レベ ・レを選別す る具体的要件 として再構成す ることが可能 とな

る。Horngrenは この よ うな位 置づ け の可 能 な る ことを次の よ うに示唆 してい

る。「流動性 テ ス トを認識問題の極 めて重要 な副次的部分 として考え るこ とは

よ り有益 であろ う。す なわ ち,あ る資 産 の 流動 性 槻 金への転換が確実で容易で

あること)は 『認 識』 に 必 要 な 『証拠 』 の十 分性 を決定す る うえで非常 に重要

となろ う。」(Horngren[1965]P・330)か か るHorngrenの 指 摘 か らす れ ば ,彼

の 言 う 「厳 格 な 『実現 』 テ ス ト」は,実 現 概 念 を 再分 類概 念 と して捉 えて初め

て,そ の意 味 を正 し く捕 捉 しえ る と言 い うる。

この よ うに,再 分類概 念 と して の実 現概 念 の具体的要件 として市場取 引/財

貨 または 用 役 の提 供/流 動 性 な どの要 件 を措 定 して ゆ くとすれば,そ れ は ,伝

統 的 実 現概 念 が 元来持 ってい た 「財貨 または役務 が,現 金 ・受 取 手形 ・売 掛 金

な どの貨 幣性 資産 に形をかえ る」(飯 野[1983]第11章pp.16-17)と い う ぐ換価 》
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な る意味 を明確に具有す ることにな る。 とすれば,か か る実現 概 念 の意 味 を徹

底 させ て適 用 してゆ くな らば,そ れ は,実 現 分科 会 の 〔C〕 説(JackGrayの 見

騨 にお い て伝 統 的実 現 概 念 の 消極的根拠 と して展開 され た,最 終 キ ャ ッシ ュ ・

フmに 関す る確 実性 の 尺度性 を 今度 は明確に持 つ ことが可能 となろ う。 この

ことは,再 分類 概 念 と して の実現 概 念 は利益 の処 分可能性 あるいは分配可能性

び)要件 を 内包 す る伝 統的 実 現 概念 の役割を よ り良 く発揮 しうる ことを明示す る

しIll

のであ る。

以上において我 々は,Horngren説 と外部 報 告 分科 会 の報 告 書を 手 掛か りに

して,実 現 分科 会 の 報告 書 に お いて一 つ の胎動 と して感 じ取 った新 しい実現概

念 の姿 を明 らか に して きた。 「認識 と実現 との分離 」 とい う考 え方は,57年 版

会計 基 準 の実 現概 念(業 績評価性実現概念)を 「認 識 」概 念 と して 位 置 づ け,他

方 に お い て,伝 統 的 実 現 概 念(処 分 可能性実現概念)を 「再 分類 概 念 と して の実
くエの

現概念」 として新たに定 立 させ るに至 った。そ して これに よって,57年 版 会 計

基 準 の実 現 概 念 と伝 統 的実 現概念 との併存に よる会計上の認識におけ るジレン

マは解消 され ることにな った。 この よ うに して産み出 されたばか りの再分類概

念 としての新 しい実現概念は 果た して認知 され る ことになるのか。

註

(1)本 節 に お け るHorngrenか らの 引 用 は 頁 数 の み を 示 す こ と とす る。

(2)Horngrenが 挙 げ る実 現 テ ス トを 構 成 す る 「市場 取 引 」 テ ス トと 「財 貨 また は 用

役 の 提 供 」 テ ス トは,伝 統 的 実 現 概 念 の 要件 と同 …・で あ る。 しか し,か か る 要 件 の

果 たす 役 割 が 異 な る。Horngrenの 場 合 に は,か か る 要件 は 原 始 記 帳 の ・r否を 決 定

す る,換 言す れ ば 認 識 を 決 定 す る機 能 を 持 って い な い。 実 現 分 科 会 の 〔AB〕 説 で

は,1市 場 取 引 の 存 在」 な る 要 件 がHorngrenの 実 現 テ ス トと同 様 の機 能 を担 って い

る と考 え る こ とが で ぎる。

(3)本 節 に お け る外 部 報 告 分 科 会 の 報 告 書か らの 引 用 は 頁数 の み を 示 す こ と とす る。

か か る分 科 会 の メ ンバ ーは 以 下 の とお りで あ る。HaroldE.Arnett(委 員 長),W.

B.Coutts,JackGray,DelmerP.Hylton,KermitLarsen,JohnH.flyers,CarlL・

Nelson,LawrenceRevsine,FloydW.Windal。

(4}Mobleyは 「実 現 の 赴 くま まに 利 益 も変 化 す る」(Mobley[lt}fah'iP・2～)2)す な わ

ち 「実 現 時 点 が 異 なれ ば,信 頼 性 を 異 に す る 異 な ・,た利 益 概 念 の 測 度 が 出 て く る1
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(Mobley[19681p.333)と い う命題 に着 目す る。 この命 題か ら出発 して彼 は ,実

現時 点が 配 当時点 で あれ ば 「分配 利益 」(distributedincome) ,検 証 可能 な正常 な

る販売 取 引時点 であれ ば 「確 証利 益」(validatedincome),な ん らか の価 値 変動時

点 で あれ ば 「稼 得利 益」(earnedincome)あ る いは 「累 積利 益 」(cumulativein-

come)を 導 出す る ことが で きる,と す る(Mobley1963PP .333-40)。 この よ う

な考 え方 は 不確実性 の レベル との関連 に おけ る会 計 上の認識 と して捉 え直 す ことが

で きる。 彼 にあ っては,実 現 概念 は認 識概念 と不 可分の関 係 で捉 え られ て い るの で

あ る。 若杉L】966b]で はMobley[1966]の 所説 が紹 介され て い る。

(5)Arnettは 次 の よ うに この点 を述 べ てい る。 「経 済活動 をそ の進 行に つ淑 て測 定す

るこ とがu的 であれ ば,ま た 不確実 性 の状 況下 で収 益 が 支配 的 な分類(項}Dで あ

れ ば,そ の場 合には,認 識(記 録 時 点)は 測定 の関 数 であ って ,そ れ は実 現 の基 本

的 な い し中心 的 問題 では ない。客 観 的な測 定 が 可能 とな るや,直 ちに 認識 が行 われ

るべ きFであ る。」tArnett[1963]p.739)ま たCoombes=Martin[1982](pars ,96

134)も 参照。

(6)Horngrenと 異な る重 要 な点 は,外 部 報告 分科 会 では不 確実 性概 念 に よ一,て実現

概念が捕 捉 されて い る,と い うことであ る。

の 外部報告 分科 会は,こ の よ うな考 え方 に 従 った損 益 計算 諺の 表示 形式 の一 つを次

の よ うに示 して い る(P・218)。 右 側 の数値 は第m節 の[仮 設例]に おけ る金額 を適

用 した ものであ る。 当期認識 収 益には 当期 売 卜高(1{},()(,O)と 当期認識 ・末実現 利

益(1,SI)f))が 含 まれ てい る。 当期実 現 利 益は 伝統 的実 現 概念 に 従.」た場 合に得 ら

れ る金額(2,600)に 等 しくな って い る(岡 村[1990ipp.2(,23;ま た第W節(75

頁)の 「図 表Nljを 参照)。

当期で認識 された収益(当 期認識収益)

差引)当 期で認識 された費用(当 期認識費用)

当期で認識 された営業利益(当 期認識営業利益)

差引)当 期で認識 されたが実現 していない利益

(当期認識 ・未実現利益)

加算)前 期て認識 された利益で当期で実現した利益

(前期認識 ・当期実現利益)

当期で実現 し、た営業利益(当 期実現利益)

」1,guo

-ajΩ0

3,300

1,800

1,10U

2,600

(8)森 田は こ才1に関連 して次 の よ うに述 べ て い る。 「利 益 の分 配IJ能 性 とい う要件 が

…た ん放棄 され れば
,高 度 な確 実性 は要 求 され な くな り,収 益 認識時 点 を ます ます

甲め る とい う形で,実 現概 念 を支 え る確実性 の メル クマ ール も変え られて い く。」(森
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田[1980]p.116)

(9)「 分類 」は論 理学 的に は 「個体 を集 めて ク ラスを作 り,こ れ らを さらに 大 きな ク

ラスに ま とめ てゆ く手続 」(近 藤 驚好並[1982ユp.2Dあ るいは1他 の 多 くの特 性

と関係 を もつ よ うな特性 を見つけ て,こ の特 性 を 共有す る事物 を一 つの クラ スに ま

とめ」(近 藤=好 並[1982]p,23)る こ とを意味 す る。 か か る分類 の意 味 に着 目 し

て,実 現分科 会 におけ る 「市場取 引 の存在」 な る要件を 関係 づけれ ば,保 有利 得 と

して分 類 され 認識 され て い る保 有利得 の うちか か る要件 を充 た した事 象,す なわ ち

一一つ の特性 と してかか る要件 を共 有す る事 象は実現 保 有利 得 の 事象 と して改 めて ま

とめ られ 〔再 分類 され),そ うで な い場 合に は,末 実現 保 有利 得 の 事象 と して ま と

め られ る(再 分類 され る),と い うこ とに な る。「再 分類 」な る概念 あ るいは 用語 は

こ こでは この よ うな意 味 で使用 す る。 実現 分 科会 の 〔AB〕 説に おけ る 「再 区分」

な る概 念 は,リ ポ ーテ ィング ヒの表 示場 所 の区別 を念頭 に おいて 使用 され てい る よ

うに考え られ る。 こ こではかか る表 示場 所 の区別 のみ な らず,ま とめ られ るべ ぎ記

録場 所(具 体 的に は特定 の勘 定)の 区別 を も含め,1再 分類」 な る用語 を使用す る。

⑳ 森 田の次 の よ うな 主三張 は,我 々の ここでのL張 と関係 を持 って くる,と 思 われ る。

「伝 統的 実現概 念 をは なれ て業 績表 示利 益 のため の収 益認識 基準 を求 め るので あれ

ば,そ れ が,利 益 の資 金的 裏づけ に関す る考慮 を排除 す る限 り,修 正 ・変 更 され た

実 現概念 に基 づ く実現 主義 と して では な く,実 現 とは無関 係 な,実 現 主義 では な い

[図表V-1]

再分類概念としての実現概念

認識 再分類
/一一一一一一一一/一

資産 ・負債

変動事象

(肇 益5利"rrrt:)
確定性

客観性

認
識
収
益

一 一 一

市
場
取
引
等

一 一

一

実
現
収
益

認
識
収
益」
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収 益認識 基準 ど して明確 に性格 づけ るべ ぎであ る。」(森 田[1980p.ll6)

㈲ 実現概 念 を再 分類概 念 と して捕捉 す るな らば,次 の よ うな森 田 の 主張 に適 合 し う

る よ うに思 われ る。 「収 益の 実現 と収 益 の認 識,収 益 実現 の要件 と収 益 認識 の 要件

とは 明確 に区別す べ ぎで あ り,特 定 の利 益概 念 の観点 か ら収 益 認識基 準 を修 正す る

こ とがa必 然的 に実 現概念 の 修正 につ なが る とい うよ うな 考 え方 はs概 念 の混 乱 を

避 け る 上か らも排除す べ ぎであ る。」(森 田[1980〕p.117)

働 かか る再 分類 概念 と して の実現概 念 の概念 図 式を示 す な らば,前 買 の[図 衷V-1]

の よ うにな る。

VI.FASBSFACNo,6(Nv.3)とNo.5に お け る 実 現 概 念

1。FASBSFACNo,6(No.3)に お け る 実 現 概 念 再 分 類 概 念 と して の

実 現 概 念 の確 立

財 務 会 計 基 準 審 議 会(FinancialAccountingStandardsBoard,以 下rFASB」 と

呼 ぶ)は,ウ ィー ト(Wheat)委 員 会 の 勧 告 に 基 づ きr会 計 基 準 お よび 会 計 基

準 設 定 の た め の 手 続 規 則 を 設 定 す る唯 一 の 権 限 を 有 す る機 関 と して1972年6月

く 　 う

に[i三式 に 発 足 した(新 井=広 瀬[1988]P.68)。FASBは 「概 念 的 枠 組 プ ロ ジ ェ

ク ト」(ConceptualFrameworkProject)を そ の 発 足 当 初 か ら 「審 議 日程 の 最 初 に

組 み 入 れ 」(Miller=-Redding「1y86.)訳P.145),現 在 ま で に か か る プ ロ ジ ェ ク

トの 研 究 成 果 と し て 第1号 か ら 第6号 ま で の 「財 務 会 計 諸 概 念 に 関 す る ス テ イ

ト メ ン ト」(StatementofFinancialAccountingConcepts,以 ド1SFAC」 と呼 ぶ)を

でル

公表 してい る。

これ らステ イ トメン トの 目的は,「 財 務 会計 基 準 お よび 財 務報告 基準を形 成

す るための基礎 とな る基本 目的お よび根本原理(objectivesandfundamentals)

を 明 らか にす る こ と」 であ る(SFACNo.2「1980]訳p.47)。 換 言す れ ば,1財

務報 告 の 目標 お よび 目的 」{基 本 口的)と,「 説 明 され るべ き取 引,事 象 お よび

環 境 要 因 の選択}そ れ らの認 識 お よび 測 定tな らび に 利 害 関 係 者集 団 に 対 して

それ らを 要約,伝 達 す る手段 の指 針 とな る」 「財務 会計の基礎的諸概念」(根 本

原理)と を 明 らか に し,も って 「首尾 一貫 した会 計 基 準 を導 き出す と考え られ,

か つ財 務 会計 お よび財 務報 告 の本 質,機 能,お よび 限 界 を規 定 す る相 亙 に 関連
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す る 基 本 目的 な らび に 根 本 原 理 の 整 合的 な 体 系 」(概 念 的枠組)を 形 成 す る こ と

が 目的 とな って い る(SFACNo.2[1980!訳p.47)。

実 現 概 念 との 関 係 か ら 第 一 に 取 りあ げ な け れ は な ら な い ス テ イ ト メソ トは,

1985年 に 公 表 され て い る 第6号 の 『財 務 諸 表 の 構 成 要 素 』(ElementsofFinan-

cialStatements)SFACNo.61}985])で あ ろ う。 これ は,す で に1980年 に 公 表 さ

れ た ス テ イ トメ ン ト第3号 『営 利 企 業 の 財 務 諸 表 の 構 成 要 素 』(Elementsof

FinancialStatementsofBusinessEnterprises!(SFACNo.3「1980]〕)で 明 らか に さ

れ た 営 利 企 業 の 財 務 諸 表 の10の 構 成 要素 の 定 義 を,非 営 利 組 織 体 に も適 用 した
しごの

ものであ り,第3号 の いわ ば差 替 え と して 公表 された ものであ る。

SFACNo.6は 「実 現」 につ い て次 の よ うに述 べ る。「最 も厳密 な意味 におい

て,実 現 は,非 現 金的 資 源 お よび 権利 を貨 幣 に転換す るプロセ スを意味 し,会

計 お よび 財務 報 告 に お い て厳 密 には,資 産 を 販売 してs現 金 また は現 金 に対 す

る請 求 権 を 得る ことを意味す るもの と して用 いられ ている。それ 故に,『 実 現』

お よび 『未実 現 』 とい う関連 用語 は,そ れ ぞれ販 売 され た お よび未 販 売の資産

につ いての収益,利 得 ま た は損 失 を 識 別 す る(identify)の で あ る。 これ らが

FASBの 概 念的 枠組 に おけ る実 現 お よび 関連 用語 の意味 であ る。」(SFACN。.6

Ll985]par.143)

これ に 明 らか な よ うに,SFACNo.6は 「実 現 」 を伝 統 的 実 現概 念 が 有す る

く換価 〉とい う意味 で捉え る。 しか しなが ら,こ の こ とか ら,SFACNo.6は

伝 統 的実 現 概 念 をそ の ま ま 自 らの実現概念 と して位置づけている,と 考え るの

は い さ さか 早 計 で あ る。 とい うのは,SFACNo.6は 実 現 概 念 を収 益(利 益)

の認 識概 念 と して は措 定 して い ないか らである。SFACNo.6は 先の 引 用 に 明

らか な よ うに,〈 換 価 〉 の典 型 的事 象 た る販売 を経験 したか否かに よって,収

益,利 得 ま たは 損失 を 「実 現 」 か 「未実現」か に 「識別す る」。すなわち,利

益 を もた らす 事 象 は販 売事 象 に よって実現か未実現かが確認 され る,あ る いは

販 売 事 象を メル クマー ルに して実現事 象か未実現 事象かに(再)分 類 され る。

この よ うにSFACNo.6は,実 現 概 念 の確 認 または(再)分 類 機 能 に 注 目 し,

記 帳 す るか 否 か の認 識 機能 に ぱ意識的に触れ ないのであ る。
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それ では,SFACNo.6は 認 識 と実 現 との 関 係 を どの よ うに考え るのか。

SFACNo.6は 次 の よ うに 記述 す る。 「認 識 は,あ る項 目を実 体 の財務 諸 表にi .F:

式 に記 録 または 記載 す る プ ロセ スである。 この ように,資 産,負 債,収 益,費

用,利 得 または 損 失 は認 識 され るか(記 録 され るかIIま たは 認 識 され な い 曳記録

されない)か で あ る。 『実現 』 と 『認識 』 は。 ときどき会計学 お よび財務論の文

献 に おいてみ られ るよ うな同義 語 と してば用 い られ ていない。」(SFACNo.6

[19851par.14:3

これ に 見る よ うに,SFACNo.6は 実 現 と認 識 とを区 別 す る。 これ は,会 計

上の 一般 的 な認 識概 念 とみ な され る57年 版 会 計 基 準の 実現 概 念 の如 く実 現概念

を位 置づけ ない こと,ま た収 益(利 益)認 識 概 念 で あ る伝統 的 実 現概 念 の如 く

実現概念を位 置づけ ない ことを標榜 している,と 考え る こ とが で きる。 す なわ

ち,認 識 と実 現 との 不 ロ∫分性 が断 ち切 られ,認 識 と実現 との 分離 が 図 られ て い

るのであ る。 この よ うな実現概念か らの認識機能の剥奪化は,前 節 で 明 らか に

した よ 弓に実 現 概念に 新たな機能 を 見い出す ことで もあ る。 この新 しい機能 と

は 再分類機能 にほか な らない。 ここに我 々は,実 現 分科 会,Horngrenの 「自

由な 『認 識 』 テ ス トと厳格 な 『実現』 テ ス ト」説そ して外部報告分科会を経 て

提 示 され て きた 「再分類概 念 としての実現概 念」 とい う新 しい実現概念が,

SFACNo,6に 明確 に 継 承 され た こ とを 見て 取 る ことがで きるのである。 これ

は,再 分 類概 念 と して の実 現 概 念がFASBに よ って 正式 に 認 知 され た こ とを

示 す ことにな るので,こ の こ とは画 期的 な こ とで あ る と言わねばな らない。

かか る再分類概念 と しての実現概念の展開の契機は57年 版 会計 基 準 の実現 概

念 にあ り,そ して 当該 会 計 基 準 の実現 概 念 は資産概念 と密接 に関係づけ られ て

いたこ とか らすれば,SFACNo.6の 再 分 類概 念 と して の実 現 概念 の 承継は,

57年 版 会計 基 準 の場 合 に似 て,SFACNo.6の 資産 概 念 と連 動 して い る と考 え

た と して もあながち的外れ とは 言えないであろ う。 も しもこのこ とが言い うる

とすれば}再 分類 概念 と して の実 現 概 念 とそれ と密接 に連 関す る資産概念 とは,

57年 版 会計 基 準 の場 合 と同様 の会 計 目的を達成す るため の概念用具 として位置

づけ られ てい るrと 類推 す る こ とも可 能 とな ろ う。
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SFACNo.6で は資 産 は 次 の よ うに定 義 され る。「資産は,過 去の取 引 または

事 象の結 果 と して,特 定 の実 体 に よ り取 得 また は統制 されてい る,発 生 の 可能

性 の高 い経 済 的 効益(futureeconomicbenefits)で あ る。1(SFACNo.F〔1985]

par.25)か か る 「将 来 の経 済 的 効益 」 は次 に 見るよ うな 「用役潜在性 」(service

potentia1)と 同義 に 扱 わ れ る。 「す べ て の 資 産(経 済的資源)が 有す る 共通 の 特

徴 は 『用 役潜 在 性』 あ るいは 『将 来の経済的効益』,す な わ ち それ らを利 用 す

る実 体 に用 役または経済的効益を提供す る稀少 な能 力であ る。営利 企業におい

ては,こ の よ うな用 役 潜 在性 または将 来の経済的効益は,最 終 的 に は その営 利

企業 へ の純 キ ャ ッシ ュ ・インフローを生ず る。」(SFACNo.6[19851par.28)

57年 版 会計 基 準 は,資 産 は 「あ る特 定 の 会計 実 体 内 の経営 目的のために用い

られ る経 済諸資源」で 「予期 され た経営活動 に利用で きあるいは役立 つ用役潜

在性 の総計一j(AAA[19571P.538)で あ る,と 定 義 す る。SFACNo.6の 資 産 の

定 義 とか か る57年 版 会計 基 準 の資 産 のそ れ とを比 較 してみる と,そ こに は資 産

を 用役 潜 在性 と観 る 共通 の観点が あることに気づ くのである。これ か らすれば,

か か る資産 の評 価 に 当 た って は,将 来 の キ ャ ッシ ュ ・フ ローの現 在(ま たは割

引)価 値,正 味 実 現 可 能 映 済)価 額,現 在 市場 価 値 あ る いは 現 在 原 価 な どの

金額 が付せ られ るこ とは 当然 の ことと して考 え られ る(SFACNo.5[19841

par.67)。 この こ とは,57年 版 会計 基 準 の公表 以 来 問 題 に な'・て きた 保 有損 益 の

認 識 の 可能 性 がSFACNo.6に お い て も否定 され て い な い こ と を示唆す るので

あ る。 この点 は,SFACNo.6が 新 たに 展 開 した 包 括 的 利 益(comprehensive

income)概 念 に も密接 に 関連 して くる。

SFACNo.6に お い て は,包 括 的 利 益は 次 の よ うに定 義 され る。「包括 的利益

は,出 資者 以 外 の源 泉か ら生 じる取 引 その他 の事 象お よび環境 要因に よる 一期

間における営利企業 の持 分の変動 である。 それは出資者に よる投資 お よび出資

者 への分配か ら生 じる もの以外の,一 期 間 に お け る持 分 のす べ て の 変動を含

む。」(SFACNo.6×1985]par.70)か か る包 括 的利 益 の 内容 は 以 下 の ようであ る。

「営利 企業 の包括的利益は,(a)そ の 企業 と出資 者 以 外 の他 の実 体 との間の交換

取 引やその他の譲渡,lb)そ の企業 の生産 的 努 力丁(c)価 格 変動,不 可避 的 事 故お
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よびその企業 と当該企業がその一…部であ る経済的7法 的,社 会的,政 治 的,物

理 的 環 境 との 間 の 相 互作 用 の 影響,の 三 つ か ら生 じる。」(SFACNo.6「198;]

par.74)

かか る包括的利益においては,と りわけ㈲ の 区 分 が問 題 とな る。とい うのは,

資産 概 念 と連 動 して生 ず る可能 性 のあ る保 有損益は,も し も認 識 され る とす れ

ば,か か る区 分 に お いて収 容 され る ことになるであろ うか らであ る。す なわち ,

SFACNo.6に お い て は,保 有損 益 の認 識 の 可能 性 を前 提 と し,そ れ を 収容 し

くa

うる場 所をすでに用意 した包括的利益概 念が採 られ てい ると言え よう。 この と

きに,当 然 の こ となが ら保有 損 益 の認 識 と実現概念 との関係が問題 とな一・て く

る。 ここに,FASBの 概 念 的 枠 組 に お い て,認 識 と実 現 との 分離iを 前提 と し

た再 分類 概 念 と しての 実現概念が ど うして も必 要 とな る一つの根拠を 見い出す

ことが で ぎるのである。

FASBの か か る会 計 諸概 念 の 体系 化 は,「 経 済的 意 思 決 定 一一一稀 少 資 源の代

替的利用 法間の 合理的選択 一一を行 う場 合の財務報告情報 の 有用性」(SFAC

つ 　

No.6119851par.9)を 高 め る こ とを 目的 と して 行 われ ている。 この点について

もa投 資 音の投 資意 思 決 定 お よび 経営者 の業績評価に役 立つ会計情報 の提供 と

い う57年 版 会 計 基準 の 基本的 会計 目的 との共通性 を指摘 しうるように考え られ

る。SFACNo.6を もとに,こ こで分 析 して きたFAS8の 会計 目的7資 産 概 念,

実 現 概念 そ して 包括 的 利 益概 念 の 諸関係は,こ れ らの 諸関 係 に 関す る限 り,57

年 版 会 計 基準 で 見 られ る諸関 係 と同型 であ る,と 葺い うる。

これ か らす オ1ば,SFACNo.6は57年 版 会計 基 準 以 後 の研 究 成 果 を取 り入れ

た新 たな57年 版 会計 基 準 の 提 唱 とな って い る と観 るこ とが 可能 ではなか ろ う

か。 も しもこの よ うに 言い うるとすれば,SFACNo.6は,「 規範 的 会 計概 念 枠

組i(Miller‐Reddingll9861訳P.154,181)を 提示 して い る こ とにな るで あ ろ う

か ら,57年 版 会計 基 準に 対 して 向け られ た と同様 の批判あ るいは非難が起 こ り

え よ う。 この点は,実 は,次 に検 討 す るSFACNo.5に 大 き く係 わ って くる問
　　ロ

題 なのである。

我 々は以1に お い て,FASBSFACNo.6に お い て再 分類概 念 と しての 実現
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概念が確立す るのを,そ の論 理 的 関係 か ら明 らか に して きた。約四半世紀 をか

けて,か か る再 分 類概 念 と して の実 現概念が創 り上げ られて きた ことになる。

これは他面か ら見れば,57年 版 会計 基 準 に よ って拡 張 され 拡 散 された実現概念

が辿 って ぎた収轍 の過程 で もあ る。それでは,FASBSFACNo・5に お い ては,

この よ うに して創 りLげ られ て きた新 しい実 現 概 念 は どの ように展開 されてゆ

くのであろ うか。

2.FASBSFACNo.5に お け る 実 現 概 念 一 一伝 統 的 実 現 概 念 へ の 回 帰 か一

FASBは1984年 に ステ イBン トの 第5号 と して 『営 利 企 業 の 財 務 諸 表 に

お け る 認 識 と測 定 』(RecognitionandMeasurementinFinancialStatementsof

BusinessEnterprises)(SFACNo,5「1984])を 公 表 して い る。SFACNo・5の 目的

は,「 い か な る情 報 を い か な る 時 点 で 財 務 諸 表 に 正 式 に 記 載 す べ き か に つ い て

の 基 本 的 認 識 規 準 お よび 指 針 」(SFACNo.5par.llを 明 らか にす る こ とで あ る。

か か るSFACNo.5で は,実 現 概 念 は 収 益 お よ び 利 得 に 係 わ ら しめ て どの よ う

に 扱 わ れ て い る の か 。

SFt1CNo.6に よれ ば,「 収 益 は,実 体 の 進 行 中 の 主 要 な また は 中 心 的 な 営 業

活 動 を 構 成 す る 財 貨 の 引 渡 も し くは 生 産,用 役 の 提 供,ま た は そ の 他 の 活 動 に

よ る,実 体 の 資 産 の 流 入 そ の 他 び)増加 も し くは 負債 の 返 済 ぽ たは両 者の結 合)

で あ る。」(SFACNo.6[1985]par.78、 か か る 「収 益 は,実 体 グ)進行 中 のr要 な

ま た は 中 心 的 な 営 業 活 動 の 結 果 と して 発 生 した ま た は 発 生 す る で あ ろ う実 際 現

金 流 入 額 ま た は 期 待 現 金 流 入額(ま たは そ の 等価 額)を 表 わ す 。」(SFACNo.fi

[1985]par.79/こ れ に 対 してT「 利 得 は,実 体 に 影 響 を 与 え る 実 体 の 周 辺 的 ま

た は 付 随 的 な取 引 お よび そ の 他 の す べ て の 取 引 そ の 他0)事 象 お よび 環 境 要 因 か

ら生 じ る持 分(純 資産)の 増 加 で あ り,収 益 ま た は 出 資 者 に よ る投 資 に よ っ て

生 じる持 分 の 増 加 を 除 く」(SFACNo.6tl9851par.82)も の と して定 義 され る。

か か る 利 得 は,市 場 性 あ る 有 価 証 券 の 売 却,使 用 済 備 品 の 処 分 な ど の ほ か に,

「資 産 ま た は 負 債 を そ の 価 値 が 変 動 す る 間 保 有 す る こ と1か ら も 生 じ る

(SFACNo.6rl985]par.85)。 例 え ば,市 場 性 あ る持 分 有 価 証 券 へ の 投 資 の 市場
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価格の変動 に基づ く保 有利得はかか る利得に含め られ る(SFACNo.6〔1985]

par.$5)n

SFACNo.5は 収 益 お よび 利 得 の 認 識 と測 定 に つ い て 次 の よ うに 述 べ る
。 「企

業 の 一・会 計 期 間 中 の 収 益 お よび 利 得 は,一 般 に,資 産(財 貨 または用役)ま た は

関 連 す る 負債 の 交換 価 値 に よ っ て 測 定 され,認 識 に あ た っ て は,し ば しば … 方

の 要 件 が 重 視 され た り,ま た 他 方 の 要件 が 重視 され た りす る こ と が あ る と は い

え,(ci)実 現 され る(realized')か ま た は 実 現 可能(realizable)お よ び(b)稼 得 され

る(earned),と い う二 つ の 要 件 を 考 慮 す る こ と が 必 要 で あ る 。」(SFACNo.S

par.83)

(a)の要 件 に つ いて は,「 一般 に,収 益 お よび 利 得 は,実 現 した と き または 実

現"丁能 とな っては じめ て 認 識 され る」 と し,「 実 現 した」 とい うこ とを以 下の

よ うに示す。 「収益お よび利得は,製 品(財 貨または用役),商 品 ま たは そ の他 の

資 塵 が現 金 また は現 金請求権 と交換 され る時点 で認識 され る。」 また 「実現 可

能1に つ い ては,「 収 益 お よび 利 得は,取 得 も しくは 保 有 して い る資 産 が既知

の現金額 または現 金請求権 に容 易に転換 可能 となる時点 で実現 可能 とな る」 と

する・ここに 「容 易に転換 可能な資産は,価 格 に著 しい 影響 を及ぼ す こ とな く,

当該企 業 が 所 有 してい る資 産 を即 時 に吸収 しうる活発 な市場 にお いて 入手 可能

な(D々 換 可能(代 替・∫能)単 位 お よび(ii)公定 相 場 価 格 を も って い る」 こ とを意

味す る(SFACNo.5par.83a)。

(b/の要件 は 以 一ドの よ うで あ る。 「収 益は,稼 得 され て は じめ て認 識 され る。

企業び)収益 稼 得活 動 は,当 該 企 業の 目下 着手 中 の主 た る もしくは中心的 な営 業

活動 を構成す る財貨の引渡 もしくは生産,用 役 の提 供 ま たは その 他 の諸 活動 を

伴い・企業が収益に よって表現 され る効益を受取 るにふ さわ しい義務(行 為)

を,事 実 上,果 た した ときに,収 益 は稼 得 され た とみ な され る。」(SFACNo .5

par.8ゴ81

ここに留意すべ きは,収 益 は .ヒ述 の二 つ の要 件…一一「実現 ・実現可能」要件

と 「稼得」要件…一 を充足 した ときに認識 され る,と い うこ とであ る。 通 常,

販売 を もって収 益 を認 識 す る販 売 基準のみ ならず,継 続 的 な用役 提 供 契 約 に基
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つ く収益認識に係る時間基準そ して工事進行基準等 も,か か る二つ の要 件 に 従

う収 益 認識 基準をなす もの と して位 置づけ られ る。 さらに,特 定 の農 作物 や 貴

金 属 な どは 「さほ どの努力 も要せずに信頼で ぎる確定可能 な価格 で もって売却

で きる とい うことか ら,容 易 に実現 可 能 で あ る」 の で,そ れ らに対 す る収 穫 基

準 もか か る二要件に従 う収益認識基準 とされ る(SFACNo.5par.84)。 換 言す れ

ば,こ れ まで実 務 上容 認 され て きた 各種 の収益認識基準の要件 は,「 実 現 ・実

現 可能 」要 件 と 「稼 得 」要件 との二つで統一的に整理 されて いるのであ る。

しか しなが ら,利 得 の認 識 につ い て ば,収 益 の認 識 の場 合 とは若 干 異 な る事

情にあ る。すなわ ち,「 利 得 は,通 常T『 稼 得 プPセ ス』 を伴 わ な い取 引 その他

の事 象 か ら生 じ,利 得 を認 識 す るため に は,一 般 に,実 現 され る も し くは実 現

可能 とい う要件の方が稼得 さ才1る とい う要 件 よ りも重 要 で あ る。」(SFACNo・5

par.83b)端 的 に 言 うな らば,利 得 の認 識 は,「 実 現 ・実 現 可能 」要 件 が充 た さ

れ るか否か に よって行われ るのである。

市場性あ る有価証券r使 用済備 品 な どの売 却 ・処 分 に よる利得は・かかる資

産が 「現金 または現金請求権 と交換 された時点」すなわち 「実現 した」時点で

認識 され る。 また,「 市場 性 の あ る持 分 有 価証 券 へ の投資」な どにつ いて,「 も

しも販売 が容 易で あ るか またはそれが形式的 な活動 にす ぎないな らば,そ れ に

伴 う金額 の 不確 実性 は活 発 な 市場におけ る互換可能 な単位の市場相場価格 また

は その他信頼 し うる測定値 に よって容認 しうる程 度 まで減少 され る」(SFAC

No.5par、50)の で,か か る資産 は 「容 易に転 換 可 能 な資産J(SFACNo・5par.83a)

と して捕 捉 され る。 これ か ら,か か る資 産 につ い て の保 有利 得 は,か か る資 産

が 「既知 の現 金額 また は現金請求権 に容 易に転換可能 とな る時点Jす なわ ち 「実

現 可能 」 時 点 で認 識 され ることになる。 別言すれば,容 易に転 換 可能 な資産 の

保 有利 得 は通常 は会計期末において認識 され るものの,そ れ は売 却 ・処 分 前 の

価 格 変 動時 点において認識 され うるのである(SFACNo,5par.50.84e)。

この よ うに,SFACNo.5に お いて は,収 益 はr実 現 ・実現 可 能 」要件 と 「稼

得 」要件 の双方 を充足す るとき,ま た利 得 は 「実 現 ・実 現 可能 」要件 を充たす

ときに認識 され る。翻 って 昌えば,こ れ らの要 件 が充 た され ない限 り・収益 ま
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たは利得は認識 されるとい うことはないのである。かかる概念構成は,流 動性,

財貨または用役の提供および市場取引の存在 といった要件が「実現 ・実現口r能」

要件や 「稼得」要件に形を変えた とすれば,表 面1二は,伝 統的実現概念のそれ
く8　

と変わ らない よ うに見 える。す なわ ち,「 実現 ・実 現 可 能 」 要 件 と 「稼 得」要

件 とを内包す る概念を 「実現」概念 と呼ぶか,あ るいは 「認識 」 概念 と呼 ぶ か

に 係 わ りな く,か か る概 念 は収 益(利 益)認 識 概 念 と して の 実 現概 念 と異 な ら

ないのではあ るまいか。 も しもこの よ うに 言い うる とすれば ,SFACNo.6に

お い て ど うや ら確 立 しえ た再 分 類概念 と しての新 しい実現概念は
,こ こに至 っ

て脆 くも潰 え て,時 計 の振 り子 が戻 る如 く伝 統的 実現概念に回帰 して しまった

のであろ うか。果た してそ うか。

この問題 を考え る うえでの一つの手掛か りは 「実現 ・実現可能」要件
7そ れ

も特 に 「実 現 可能 」 要件 に あ る ように考 え られ る。収益の場 合には 「稼 得」要

件が適用 され るものの,収 益 の 大部 分 と7例 え ば市 場 性 あ る 有価 証 券 ,使 用 済

備 品 な どの売 却 に よる利 得 とは 「実現 」要件に よって認識 され る。 この ように

して認Rさ れ た収 益 ・利 得 を 仮 に 「実 現 収益(利 得)」 と呼 ん で お く
。 これ に

対 して,特 定 の農 作物 や貴 金 属 に つ いて の収益 と特定 の保有利得 とは 「実現 可

能」要件に従 って認識 され る。この よ うに して認識 され た収益 ・利得を仮 に 「実

現可能収益(利 得)」 と呼 ぶ。

SFACNo.5は,実 現 収 益(利 得)と 実 現 可能 収 益(利 得)と の 間 に優 先 劣 後

の関 係 を 設 け て い るのか。 この答えは否 である。実現収益(利 得)と 実 現 可能

収 益 とは 「稼 得利 益 」(earnings)(SFACNo.5par.3h,38),実 現"f能 利得 は 「出

資者 以 外 の そ の他 の 者 との取引か ら生 じる持 分の変動1な る項 目の も とに 「包

括 的 利益 」(SFACNo.Spar.39,42,43)に 含 め られ る とい う違 い は あ る ものの ,

等 しくそれらは最終的に求められる利益の構成要素になっているからであ}る。

すなわち・実現可能利得の一構 成要素であ る保有利 得は実現収 益(利 得)と 同

等 に扱 われ て認 識 され,そ こに は伝 統 的 実現 概 念 で問 題 とされ る<1現 ・未 実

現 〉 の識 別 に倣 って,か か る実現 可 能 利 得 を く未実現 ♪利得 とす る発想はない

のであ る。別 言すれぽ,SFACNo.5に あ っては ,か か る実 現 可 能 利 得 は一 種
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の く実現〉利得 と してみな されている と言えるのであるまいか。

ここで 「実現 ・実現可 能J要 件 と 「稼 得 」 要 件 とを 内包 す る概 念をSFAC

N。.5の 《実 現 》 馳 と載 とす れ ば,こ れ らの要 件 を充 足 す る収 益 ・利 得1よ

《実 現》 収 益 ・利 得 と して認 識 され,そ れ らの要 件 を充 た さない な らば,そ れ

は 《未 実 現》 収 益 ・利 得 とな るので認識 されない,と い うこ とに な る。 これ か

らす れ ば,SFACNo.5の 収 益 ・利 得 の認 識 に対 す る考 え方 ・す なわ ちSFAC

No.5の 《実 現》 概 念 は,収 益(利 益)認 識概 念 と しての 伝統 的 実 現 概 念の概念

構成 と同型である,と 言 えそ うであ る。 伝統 的実 現概 念 と異な る重要な点は,

SFACNo.5の 《実現 》 概 念 に おい て は,「 実 現可 能 」 要件 が 加 え られ る ことに

よって,伝 統 的 実現 概 念 で は認 識 され なか った}い わ ゆ る ぐ未実 現 〉保 有利 得

が 《実 現》利得 として認識 されi認 識 範 囲が それ だけ 拡大 され て いる,と い う

こ とで あ る。特 定 の保有 利得であ るとはいえ,そ れ が他 の収 益 や利 得 と同等 に

認 識 され ることにな ったのは,SFACNo.5の 一 つ の大 ぎな革新 と 言え る。

SFACNo.5の 《実 現 》 概 念 と伝 統 的 実 現 概 念 との同型 性 を強調すれば,

SFACNo.5は 伝 統的 実 現 概 念 に 立 ち返 った と言い うる。 しか しなが ら,か か

る保有 利 得 に関 す る革 新 を考 慮すれば,SFACNo・5は 将 来 の キ ャ ヅシ ュ'フ

mに 関す る高 い不 確実 性 レベ ルを容認 し(SFACNo.5par.49,50),伝 統 的 実

現 概 念 を 拡 張 して い る こ とに な る。観 方 を 変 えて これ を捉 えれ ば ・SFAC

No.5の 《実 現 》 概 念 は57年 版 会計 基 準 の 実現 概 念 に 一歩近 づ き,そ れ は57年

版 会 計基 準 の実 現 概 念 と伝 統的 実現概念 との中間に位 置す る不確実性 レベルを

容認 しようと試み た ものであ る,と 言い うる。 要 す るに ・SFACNo・5に お け

る 《実 現》 概 念 は伝 統 的 実現 概念への単な る回帰ではないのであ る・それ どこ

ろか,SFACNo.5に お け る 《実 現 》概 念 は 今 までに 見られ なか った さらに新
lll)

しい実現概念を形作 っている とさえ言い うるのである。

それではSFACNo.5に お け る 《実現 》 概 念は,SFACNo・6に おけ る再 分類

概 念 と して の実 現概 念 とどの よ うに関連づけ られ るのか。

SFACNo.3に は 「実 現 可 能 」 概 念 あ る い は 要 件 は存在 して いなか った

(SFACN。.3[1980])。SFACNo.5の 公表 後 に 作 成 され た,SFACNo・3の 差 替
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えであ るSFACNo・6は ・ 「SFACNo.5は 『実現 した 』 とい う用 語 を(SFAC

No.6と)同 じ意 味 で用 い て お り,そ れ に関 係 す る 『実 現 可 能』 とい う概念 を定

義 してい る」 と付 言 してい る(SFACNo.6[1985]par .143,footnote56括 孤 ・引

用者)。 他 方 ・SFACNo・5はrFASBの 概 念的 枠 組 に お い て は
,r実 現 』 お よ

び 『実 現可 能』 とい う用語 は,厳 密 な意 味 で用 い られ て お り
r非 貨 幣性 資産 の

現 金 ま たは 現 金 請 求 権へ の転換 または転換 可能性 に焦点 が 合わ され てい る」

(SFACNo・5par・83・footnote50)と 述 べ る。 この よ うにSFACNo.5とSFAC

No.6と の間 で相 互 に 言及 され る,「 非 貨 幣性 資 産 の現 金 また は現 金請求権への

転換 可能性」 を表わす 「実現可能」要件はSFACNo .5に お い て新 た に導 入 さ

れ た もの で あ る。何故なのであろ うか。かか る問 題の考察は再分類概念 として

の実現概念 に大いに関係 して くる。

SFACNo・6は,先 に 明 らか に した よ うに}認 識 と実現 との分 離 とい う考 え

方 を採 って,財 務 諸表 の構成 要 素 の認 識 に当 た って57年 版 会 計 基 準 の実 現 概念

に相 当す る ものを構想 し,他 方 に お い て ,厳 格 な意 味 の伝 統 的実 現 概 念 を再 分

類概念 と して据え る。かか る概念枠組において,会 計 上記録 され 報告 され る保

有 損 益 と しては,SFACNo・5が 挙 げ る,市 場 性 の あ る持 分 有 価 証 券 へ の投資

な どの特定の保有損益(SFACNo・5par.42b)に 留 まらず ,棚 卸 資 産 や 固定 資産

の 多 くの 資産 について把握 され る保有損益 が含 まれ うる
。

現にSFACNo・5は そ の よ うな もの の認 識 の 可能 性 を次の ように述べている
。

「た とえ保有 してい る資産 または負債 につ いて ,そ の後 に交 換 が 行わ れ る こ と

が な い と して もs資 産(負 債)の 簿 価 は しば しば歴 史的交 換 価 格か らよ り低 い

(よ り高い)現 在原 価 現 在市 場価 額 また は 正味実現可能価額 に切 り下げ(切 り

一ヒげ)ら れ る。」(SFACN。 .5par.69)「 現在 の価 格 に基 づ く情 報 は ,そ れ が 当該

情 報 に関連 す る コス トを費や して も妥 当 と認め られ るほ どに十分に 目的に適 合

す る ものであ り,か つ 信頼 で きる もの であ り,し か も代替 可能 な情 報 よ りも 目

的適 合性が高いな らば,認 識 され なけれ ば な らな い。」(SFACNo.5par.90)

しか しなが ら・SFACNo・5は か か る 「規範 的会 計 概 念 枠 組 」 の急激 な推進

を 断 念 し た の で あ る(.Miller=Redding[1986]訳P .・54,1当/.何 と な れ ば,
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FASBの 委 員 で あ るJohnW.Marchに 代表 され る次 の よ うな 異議 や コ メン

ト.レ ターが 数 多 く提 示 され た か らであ る。Marchは,「 第90パ ラ グラ フ(前

出の引用)の 指 針 が 現在 価 格 の 変動 を それ が実現す る前に認識す る機会 を もっ

と多 く与え させ ようとしてい るものであ り,恐 ら くそ れ を狙 ってい る ものであ

ろ う」(SFACNo.5訳p.256括 孤 ・引用者)と 述 べ て い る。また コ メン ト'レ ター

には,「(収 益 また は利 得 が生 産 の完 了 または資産の価格の変動の時点 に認識 さ

れ るとい う条件に関す る 〔「実現可能」要件 に関係す る一 引用者〕)第84パ ラ グ

ラ フ(e)の指 針 は … … 現 行 実 務 の 著 しい変 更であ る との懸念 を表 明す る者 もい

た。」(SFACNo.5par.106)

このた め にFASBは,「 規範 的 会 計 概 念枠 組 」 の急激 な推進 とい う立場に代

えて,次 の よ うな 立場 を採 る こ とを選 択 したのである。SFACNo・5に おけ る

「認 識 基 準 お よび指 針 は,原 則 と して現行 の会計 実 務 と抵 触す るものではな く,

また そ れ を急 激 に変 更 し よ うとす るもので もない。 ……FASBの 狙 いは ・過

去 に会 計 実 務 の変 更 が行 われた際 に採 られ た方法 と同様にr穏 や かな 改革 とい

～・た 方 法 で,将 来,会 計実 務 を変 え て ゆ こ うとす る ことであ る。」(SFACNo.5

par.2)

しか し,「 固定 資 産 と して 分 類 され る市 場性 のあ る持 分有価証券へ の投資」

(FASBStatementNo.12[1975]),「 市 場性 の あ る有価 証 券に つ ぎ特 殊 な会計実務

慣行 のあ る業種に対す る投資」(FASBStatementsNo・12[1975]・No・60[1982])

お よび 「外 貨換 算 会計 」(FASBStatementNo.52[1981])に おい てす で に保 有損

益 の計 上 が認 め られ ているために(SFACNo.5par.42b),そ れ らの 認識 の た め

の概 念 用 具をSFACNo.5に お いて ど うして も提 供 す る必 要 があ ったはず であ

る。 ここに 「実現可能」概念あ るいは要件 の導 入が必要 であ った…つの理 由を

見い出す ことがで ぎそ うである。

「実現可能」概念 あるいは要件 の導 入の一つの理 由をこの よ うに考え うると

すれば,ま たか か る概 念 あ るい は要 件 は 上述の特定の保有損益 に限定 して,そ

れ を実 現 損 益 と同等 に認 識 す る狙 いを もって導 入された とすれば,実 現 概 念 か

ら認 識 機 能 を剥 奪 し,敢 え て実 現概 念 を再 分類 概 念 と して定 立す るまで もなか
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った と言い うる。 とい うのは,認 識 と実 現 を区 別 して,棚 卸 資産 や 固 定 資産 の

広範 囲 に及 ぶ保有損益 の認識を可能にす る認識規準を提唱す る とい う急激な改

革 を 目指 さな くて も}「 実 現 可 能 」 要 件 を内 包 に 加 え ることに よr,て 伝 統 的 実

現 概 念 の適 用 範 囲 を特 定 の保 有損益 にまで拡 大す るだけで所期の 目的を達成す

ることがで きたか らである。 つ ま り,SFACNo.Sに お いて必 要 と した 《実 現 》

概 念 は 「実現可能 」要件 を付け加 えた収益(利 益)の 認 識 概 念 で充 分 であ った

の であ る。SFACNo ・5にお いて 再 分類 概 念 と して の実 現 概念が積極的に適用

されなか った理 由を ここに 見い出す ことがで きるのではなか ろ うか
。

しか しここに注意すべ きは・SFACNo .5で は,「 新 た に包 括 的 利 益損 益 計 算

書が取 り上げ られ てお り,ま た特 定 の状 況 の下 に あ っては現在原価 を評価基準

と した情報が有用 な もの とな りえる こともは っき りと謳われ ていたこ とか ら」

(MilleドRedding[1986]訳p.164)明 らか な よ うに ,「 規 範 的 会計 概 念 枠組 」 展

開 の 可能 性が全 く閉 ざされ たわけ ではない,と い うこ とで あ る。

この ことはr実 は,再 分 類概 念 と しての 実現 概 念 に対 して もそのまま当ては

まるのである。SFACNo・6の 次 の よ うな記述 ,す な わ ち 「SFACNo.5は 本 ス

テ イ トメン ト(SFACNo .6)が 用 いて い るの と同 じ意 味 で 『認識』 とい う用語

を用 いてお り,そ れ を 『実 現』 と区 別 して い る」(SFACNo .6[1985jpar.143 ,

footnote56括 孤 ・引用者)と い う記 述 は ,SFACNo.5は 再 分類概 念 と して の実

現 概 念 の展 開 の 可能 性 を否定 してい るわけ ではない とい うことを明 言 してい

る,と 解せ られ る。 よ り具体 的 に 言えば ,こ の こ とは,も しも保 有 損 益 の認 識

の範 囲が さらに拡 大 され るこ とになれば ,許 容 し うる不確 実 性 の レベ ・レが直ち

に問題 とな り,い つ で も再分類 概 念 と しての実 現概念が登場 しうることを意味

している。 要するに,SFACNo ・6で展 開 され て い る概 念 的枠 組 が 認 識 と測定

の概念枠 として厳 存 しているのであ る。 これは,SFACNo.Sに おけ る 《実 現 》

概念 の基 底 に は,SFACNo・6に お け る再 分類 概 念 と して の実現 概念 が存在 し

ていることを明示す るのであ るr、
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註

(1)ウ ィー ト委 員 会 は,1972年3月 にr財 務 会 計 基 準 の 確 立』(EstablishingFinan-

cialAccountingStandards)と 題 す る報 告 書 をAICPA常 任 理 事 会 に 提 出 し・ 以 下

の よ うな 勧 告 を した 。 これ ら の 勧 告 事 項 は 同 年5月 の 理 事 会 で 正 式 に 承 認 され て い

る。 ① 他 の い か な る 組 織 か ら も独 立 した プ ラ イ ベ イ ト ・セ クタ ー と して の 財 務 会 計

財 団(FinancialAccountingFoundation)の 設 置,② 財 務 会 計 財 団 に よ り任 命 され

る常 勤 ・有給 の7人 の 委 員 か ら な る財 務 会 計 基 準 審 議 会(FASB)の 設 置,③ 財 務

会 計 財 団 は 約20名 の 委 員.か ら な る財 務 会 計 基 準 諮 問 委 員 会(FinancialStandards

AdvisoryCouncil)を 任 命 す る と と もに,当 財 団 は 諮 問 内 容 に つ い てFASBと 協 議

す る こ と,④ 上 記 の 手 続 を 完 了 した 後 に,会 計 原 則審 議 会(APB)を 解 散 す る こ と

(新 井=広 瀬[1988]p.68)。

(2)SFACNo.1,0bjectivesofFinancialReporting加Business」i動'θ η)万3θsL1978];

SFACNo.2,QualitativeCharacteriticsofAccountingInformation[1980.];SFAC

No.3,ElementsofFinancialStatementsofBusinessEnterprises[1980];SFACNo.4,

0の θ`漉召3乙ゾF初 α解fαJRのoγ'勿gわ ッ八bη伽s勿6∬01即 寵2α'ゴoπs[1980:];SFACNo.5,

Recogntionand、MeasurementinFinancial,Statements(ゾ βπs鋤 ∬ 翫'8吻 ∫s's「198

4];sFAcNo.6,ElementsofFinancialStatements[1985].SFACか らの 引 用 は

訳 書に 依 拠 す る が,引 用 箇 所 に よ って は 訳 書に 必 ず し も依 ら な い と こ ろ が あ る。

(3)営 利 企 業 と非 営 利 組 織 体 とに 共 通 す る財 務 諸 表 の7つ の構 成 要 素 は,資 産,負 債,

持 分 ま た は 純 資 産,収 益,費 用,利 得 お よび 損 失 で あ り,営 利 企 業 の 財 務 諸 表 に の

み 用 い られ る3つ の構 成 要 素 は,出 資 者 に よ る投 資,出 資 者 へ の 分 配 お よび 包 括 的

利 益 で あ る(SFACNo.6[1985]par.1)。 実 現 概 念 との 関 係 か らは,年 代 順 と して

は,SFACNo.3を 取 りあ げ るべ き で あ るが,そ の 内 容 はSFACNo.6に そ の ま

ま取 り入 れ られ て い る の で,こ こ で はSFACNo.6に 依 拠 して 関 連 パ ラ グ ラ フ を

引 用 ・参 照 す る こ と とす る。

(4)SFACNo.3の 公 開 草 案 で 包 括 的 利 益 概 念 が 提 示 され た が,こ れ に つ い て 多 くの

反 対 意 見がFASBに 寄 せ られ た 。 これ は,FASBが 現 在 原 価 に よ る評 価 を 積 極 的 に

推 し進 め て 行 く よ うに 考 え られ た か ら で あ る。 か か る反 対 意 見 は,FASBが 保 有 損

益 の 収 容 場 所 を す で に 用 意 し て い る こ と の 一・つ の 証 左 と な ろ う 。 以 下 の

Miller=Redding[1986]か ら の引 用 は この 点 を よ く示 して い る。 「反 対意 見 の 大 き

な 引 き金 とな った もの は,審 議 会 が,こ れ ま で 広 く 一般 に親 しまれ て き た 『利 益 』

と う概 念 の 代 わ りに,『 包 括 的 利 益 』 と い う,よ り広 い観 点 か ら定 義 され た 利 益 概

念 を 公 開 草 案 の 中 で使 用 した こ と に よ る。 審 議 会 が こ の包 括 的 利 益 と い う新 しい 利

益 概 念 を 重 視 しは じめ た こ とか ら,多 くの利 害 関 係 者 は,FASBが 現 在 原 価 評 価 基

準 の 採 用 を これ ま で 以hに 積 極 的 に 推 し進 め て ゆ く とい う,大 きな 政 策 の変 更 を 企

_H柵_幽 ㎜H幽 帥職 醐 ㎞禮
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図 して い る もの と考え るに 至 一・た。」(訳P.161)

(5)FASBは か か る 目的 をSFACNo.1か ら 一貫 して維 持 して い る(SFACNo .6

1985par.9)

〔6)Miller鷲Redding「1986]は この点を 次 の よ うに述 べ てい る
。「(FASBが 現 在原

価評 価基 準の採 用 を これ まで以 止二に積 極的 に推 し進 めてゆ くの では ないか とい う)

利害 関係 者か らの 大 ぎな反 対意 見の波 は,こ の プ ロジ ヱク トの,特 に 『認識 と測定』

とい う部分 に 一層 大 きな影 響 を 与え る ことに な った。」(訳p.161括 弧 ・引用 者)

(7×8)APBス テ イ トメソ ト4号 に よれば,① 稼 得 プ ロセ スが完 了 した か あ る いは 事

実 卜完 了 した こと,お よび② 交換 が 行われ た こ と,の 二つ の 要件 に よる収 益認 識が

「実現」 と呼ばれ て い る(APBStatementNo .4[1970]par.150)。 「稼得 プRセ ス

の完 了(ま たは 事実Eの 完 了)」 とい う第一 の要件はSFACNo .5に おけ る(b)の 「稼

得」 に対応 す る(SFACNo.5par.83b,footnote5】)。 「交換 の存 在」 な る第二 の要

件 は 「収 益 を 認識 す る時点 とそれ を記帳 す る金額 の双 方を確定 」 し,1入 金額 また

は 入金 され る と期 待 され た額 」 で の収益 の記 帳 を 可能 と させ る(APBStatement

No。4「1970r]par.X50)。

APBス テ イ トメン ト4号 の 「実 現」 の解釈 に つい ては ,井 尻(「1971]p.50)や

Schattke(「1972]p.240)の よ うに伝 統 的実現 概 念 と同様 と観 る もの と,Staubus

の よ うに 多少57年 版 会 計基 準 の実 現 概 念 に近 い と観 る ものの 二つが あ る よ うで あ

る。Staubusは 次 の ように述べ る。 「これ は通常 の意味 の実現 であ ろ うか。 私は そ う

は 考 えない。伝 統的 な実 現 の意味 は,あ る資産 を現 金 または現 金請 求権 に転換 す る

こ とで あ る。 ここでの概 念 は 『収 益 の認識 』 原 則に よ り近 いの であ る
。」(Staubus

[1972〕p.41)SFACNo.5は 「APBス テ イ トメソ ト4号 ・・…・にお いては,『 実 現』

とい う用語は ・ さらに広 く 『認識』 と同 じ概 念を表 わす もの と して用い られて い る」

(SFACNa.5par・83a,footnote50)と 述 べ てい る こ とか らす れば ,Staubusと 同

様 の解釈 を採 ってい るこ とにな る。

しか し,APBス テ イ トメン ト4号 では,特 定 の農作 物 や貴 金属 に 対す る収 益 認

識 は1実 現」 原則 の例 外 と してい るので,む しろSFACNo.5に おけ る 「実現 可能」

要件 の 方が適 用範囲 が広 く,そ れ だけ57年 版 会計基準 の実現 概念 に近 い と も言え る。

逆 に 言えば,「 交換 の存 在」 な る要件 は伝統 的 実 現概 念 の重 要 な メル クマ ール をな

す と言い うるのでは なか ろ うか 。 この よ うに考 え るな らば,実 現分科 会 が 「市 場取

引 の存 在」 なる要件 に固執 した ことが 首肯で きるのであ る。

働 稼 得 利益 は 次の よ うに 規定 され てい る。 「稼得 利益 は,一 会計 期間 に 実質 的 に完

了 した(ま たはす でに完 了済の)営 業 循環 過程 に関 する資産 流 入額 が かか る営 業循

環過程 と直接 的 または 間接 的 に 当該過程 に関連す る資産 流 出額 を超過 す る(ま たは

超 過 しな い)程 度 と密 接 な 関 係 に あ る 当 該 会 計 期 間 の 業 績 の 測 定 値 で あ る。」
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〔図表 、1刊〕

57年 版会計基準の実現概念

資産 ・負債

変動事象

「 一 一 一 一 一 一 一

収益 ・利益

事 象

確定性

客観性

SFACNo.5の 実現概 念

実現 ・実現可能性

稼得

実現事象

実現収益

実現利益

伝統的 実現概 念

(SFACNo.5par.3F)

㈹ カナ ダ会計 基準機 関(AccountingStandardsAuthorityofCanada)の 財 務報 告

に関 す る概 念 的枠 組 に お いて は 「実現 」 概念 と して規 定 され て い る(Accounting

StandardsAuthorityofCanada[ユ987〕sec.385)。

ODか か るSFACNo.5に おけ る 《実 現》概 念 の概念 図式 を,〔 図表 唐「-2〕に関連 させ

て小 すな らば,ヒ のL図 表 ～Il」 の よ うに な る。

働Miller=Redding[1986]は 次 の よ うに述 べ てい る。 「認識 に関す る本質 的 な問 題

の解決 を 可能 にす る概 念を,概 念 書第5号 を通 じて あ きらかにす る とい う審議 会の

当初のね らい は捨 て去 られ」(訳p.1S6).「 すで にあ ぎらか に され てい る概 念 を基 本

的 に支持 す る と同時 に,評 価 基準 と して,歴 史的 原価 を とるべ きか現 在原価 を とる

べ ぎか とい う問題 を まと もには議論 の対 象 と しな い」(訳p.164)と い う新 しい戦 略

が 採 られ た。 す なわ ち,「 会計 の 領域 に 大 きな変 革 を もた らす 規範的 概念 枠 組 を積

極 的に展 開 してゆ こ うとす る170年 代 後¥/当 時 の審 議会 の強 い意向が 消 え失 せ て し

まった こ とか ら,19$0年 代 に 入 る と,審 議 会 の取 り組 み姿 勢 はあ ぎらか に消極的 な

ものへ と後退 し,も はや審議 会 は 自 らを変 革運動 の中心 に位 置 づけ るよ うな ことは

しな くな って いた。」(訳p.169)
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W.結 びに代えて わが国に投げかけた新たな問題

我hは,57年 版 会 計基 準 が革 新 的 な実現 概 念 を公表 した ことが契機 とな 」,た,

そ の 後 の実 現 概念 に係 わ る問 題 を,棚 卸 資産 分 科 会,長 期 性 資産 分科 会 ,実 現

分 科 会 お よび 外部 報 告 分 科 会 の報告 書を辿 りつつ,そ してFASBSFACNo.6

(No・3)お よびNo.5に まで至 って検 討 して きた 。 い わ ば幾つか の 「点」 を取

り上げ,そ れ らの 「点」 と 「点」 とを な ん らかの 「線」で結 びつけ るとい う作

業を行 って きたわけである。 この よ うな作業の過程 で,我hは 再 分類 概 念 と し

て の 新 しい実 現 概念 が各種 の分科会 を通 じて形成 され,そ して そ れ がSFAC

No.6に お いて確 立 され て くる こ とを 見 い出 したのであ る。

しか しなが ら,SFACNo.6に お い て確 立 したか に見 えた か か る再分類概念

と しての実現概念 は,SFACNo.5に お い て は表 面 に 明確 に現 われ ず に,影 を

潜 め て しま った よ うで あ る。 これ を,我hが 先 に述 べ て きた よ うな新 しい実現

概念 の潜 在化 と観 るか,あ るい は実践 的理 由に よるそれ の後退 も しくは挫折 と

観 るか,は た また さらに新 た な実 現概 念 を求めたなん らかの方向転換 と観 るか

は問題のあ るところであ ろ う。 いずれの観方を採 ると して も,SFACNo .5は,

事 実 と して 「実 現 ・実 現 可能 」 要 件 と 「稼得」要件 とを内包す る,今 まで に 見

られ な か った さらに新 しい 《実現》概念 を生み 出 してい ることには変わ りはな

し ・。

と りわけ 「実現可能」要件が付け加わ ることに よって,伝 統 的 実 現概 念 では

認 識 され な か った保 有利 得が,そ の種 類 は限 定 され て い る もの の,新 た に認 識

され る こ とに な り,し か もそ れ は伝統 的実 現 概念 で の実現収益 ・実現利得 と同

列に扱われ る。つ ま り,特 定 の 資産 ・特 定 の保 有 利 得 に限定 され ている ものの,

将 来 の キ ャ ッシ ゴ フ ロー一に関 して,伝 統 的 実現 概 念 が 許容 す る レベ ・レよ りも

高い不確実性の レベルが容認 されて,そ こで の実 現 可能 利 得 は 実現 利 得 と区別

され ることな く,一 様 に 分配 可能 利 益 を構 成 す る実現利得 と して記録 され報告

され ることになる。 別 言すれば,SFACNo.5に お け る 《実 現》 概 念 では 許 容

され る不確実性 の範囲が拡が り,い わ ゆ る伝 統 的 実現 概 念 が拡 大 され,そ れ だ
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けそれは57年 版会計基準の実現概念に接近 しているのである。

再分類概念 としての実現概念に従えば,保 有利得は客観性 と確定性を充足 し

さえすれば認識 されるけれども,それは必然的に実現利得となるわけではない。

伝統的実現概念で含意される 〈換価〉の意味を厳格化 していけば,認 識された

保有利得を他の実現利得 と区別 して実現可能利得ない し未実現利得として再分

類 して記録 し,分 配可能利益を構成 しないもの としてそれを別個に報告するこ

とが可能 となる。 このように,再 分類概念 としての実現概念によれば,実 現利

得 と実現可能利得 との識別,あ るいは実現利得 と未実現利得との区別が可能 と

なるのである。 しか し,こ れに対 して,SFACNo.5に おける 《実現》概念で

は,か かる実現利得 と実現可能利得 との識別はでぎたとして も,そ れらはお し

なべて分配可能利益を構成す る実現利得として認識されることになる。これか

らすれば,SFACNo。5に おける 《実現》概念は再分類概念 としての実現概念

よりもむ しろラデ ィカルであるとさえ言い うる。「現行実務の著 しい変更であ

るとの懸念を表明する」(SFACNo.5par.106)先 に挙げたコメソ ト・レターは

まさに正鵠を射たものと言えそ うである。

かかるコメソ ト・レターで指摘された問題はわが国において現実 となって現

われた ように思える。先物 ・オプシ ョン取引等の会計基準に関係 して近年特に

争点になっている実現概念問題がそれである。かかる問題 とこれ までに明らか

に してきた実現概念 との関連等の考察は今後検討すべき課題 となろ う。

それにしても約四半世紀をかけて創 り出されてぎた再分類概念 としての実現

概念,そ してSFACNo.5に おけるさらに新 しい 《実現》概念の出現は,57年

版会計基準に よって拡張 され拡散 された実現概念が辿 ってきた収敏の軌跡でも

ある。かかる軌跡は,我hに57年 版会計基準で標榜 された業績評価性実現概念

と処分可能性実現概念たる伝統的実現概念 との対立は依然 として未解決のまま

であることを教えているように思えてならない。 ここに至 って,冒 頭に掲げた

キ ャロルの言葉が俄然真実味を帯びて くるのである。
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